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珊．観察〔5〕ー一譲歩の時代
1. 時代の位置づけ
923 
夫
1960年代以降のアメリカ労働組合運動をみるとき，誰しも驚くのは， 1980年
を境に労働組合がいわゆる譲歩交渉 ("concessionbargaining")を余儀なくされ
だしたことであろう。原因はそれほど単純ではないが，直接的には世界的な景
気後退と内外の競争圧力の増大にあろう。問題は，この譲歩の時代を過去との
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対比でどう位置づけるかであるが，その点で無視できないのは，ジャック・バ
ーバッシュの議論であろう。
すでにみたように1976年時点でのバーバッシュの意見は， 1950年代がニュー
・ディール時代の組合攻勢にたいする経営者の反攻の時代だったとすれば， 60
年代は，公共部門と農業部門の組合成長に象徴される「再生」の時代であった
というにある！）。やがて「譲歩の時代」が到来するとは想像もできなかったで
あろうから，この時点でのバーバッシュは，再生は80年代にも続くものと期待
していたにちがいない。それだけに譲歩の時代の真っ只中に書かれたかれの論
文には2), 当惑の色がありありと読みとれる。だがかれは， 80年代を位置づけ
るにあたって）レーズベルトからレーガンにいたる歴史の流れを直視しており，
この点でおなじく80年代を論じた他の多くの論者とは趣きを異にする。労働史
の立場からすれば，バーバッシュの論文は，譲歩の時代を分析するうえで無視
できないものであろう。
バーバッシュの70年代までの歴史的寸評は，以前と変らない。だが80年代の
状況の出現をすでに存在した諸因子の結果とみ，レーガン政権の誕生をその触
媒にすぎないとみるところは，分析としては正しいにしても，以前のかれの論
文の読者にとっては，後知恵の感がないでもない。それはともあれその諸因子
とは，税制とそれによる投資・勤労意欲の低下，生産性の低下，インフレーシ
ョン， 高利子率， 過度の福祉，その他（バーバッシュは10因子を羅列する）であっ
1) Jack Barbash, "Unions and Rights in the space age", in The U. S. Depart-
ment of Labor Bicentennial History of the American Worker, Washington, D. 
C.: U. S. Government Printing Office, 1976. なお本書はプリンストン大学より再
版されている(R.B. Morris, ed., A History of the American Worker, Princeton: 
Princeton University Press, 1983)。
2) Jack Barbash, "Trade Unionism from Roosevelt to Reagan", in The Annals 
of the American Academy of Political and Social Science, Volume 473, May 
1984. なお本書は以下 TheAnnalsと略称する。
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て，それがアメリカの国際競争力を低下させたという 3)。経営者側は，従来か
らの組合回避行動に加えて，かかる経済状況を労働コスト削減と労働規則修正
のテコとして利用するのに成功したのにたいし， 労働組合側は防戦一方であ
り，未開拓地（ホワイト・カラーや専門自由職など）に充分浸透しえなかったともい
ぅ4)0 
かかる経済的逆境の効果を増幅したのがレーガンの登場であって，この点に
ついてのバーバッシュの記述は，簡単ながらも他の論者にない鋭さをしめす。
かれによれば， レーガンの当選によってアメリカの労働組合は，ニュー・ディ
ール時代以来権力構造内にもちつづけた政治ボジションを50年ぶりに奪われた
のであって，過去のどの共和党政権（アイゼンハウアー，ニクソン，フォード）も，
組合にたいしてレーガンほどの対決的姿勢はしめさなかった。その歴代労働長
官（ミッチェル，シュルツ，ュージアリー）は民主党政権のそれに劣らず友好的だっ
たというのに， レーガン政権下の労働省はまるで敵地となり， ドノバン労働長
官は「好ましくない人物」 (personanon grata)となってしまった。組合の賃上
げにたいする抑制はレーガン特有のものでないにしても，供給サイドの経済学
に象徴されるレーガンの目的意識は，過去の政権にはみられない。また表だっ
た立法の改廃はないにしても， 労働諸立法（児童労働，最低賃金，安全衛生などに
かんする）は行政面で事実上の修正をうけたといえるし， また労働行政諸機関
（労働省，全国労働関係委員会NLRB, 雇用機会平等委員会，労働安全衛生局など）にた
いする保守的人事は， 当該機関設立の精神への挑戦だったともいえる。例の
1981年の航空管制官ストライキにたいするレーガンの対応が「組合の処刑」と
評されたのも，その辺の事情を物語るものであろうと 5)。
3) Ibid., p. 16. ただしかかる諸因子のうち勤労意欲の低下については， ャンケロビッ
チらの反論がある。裁砒権の大なる職場では労鋤倫理は逆に高まっており，それが現
実に転化しないのは制度に問題があるという（ダニエル・ヤンケロビッチ，ジョン・
イマワー 「アメリカの労働倫理は健在か」（上）（下）， Trends,1984年6月号， 8月号）。
4) Barbash, op. cit., in The Annals. pp. 13, 12. 
5) Ibid., pp. 17~18. 
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バーバッシュの記述でもっとも印象的なのは，この時期の経営者の対組合戦
略を 4つの型にモデル化していることであろう。すなわち，①積極交渉 (posi-
tive bargaining)ないし代償交渉 (quid-pro-quobargaining), ③強硬交渉 (hard
bargaining), ③通常交渉 (normalbargaining), ④公共部門交渉 (publicsector 
bargaining)がそれである。①は，自動車を代表例とし，その内容は，将来の回
復を前提とした賃下げを基本とし，その代償として諸種の参加形式 (QWL,QC 
から取締役会参加にまでおよぶ）を盛りこみ，労使の一体感を醸成しようとするも
のであるが，ただし伝統的な対決関係を否定したものでなく，それがうまく機
能しない場合を補なうものという意味では， それはなお限界的運動 (marginal
movement)たりつづけよう。③は，食肉加工を代表例とし，組合の譲歩をうる
ためには事業所閉鎖，破産申請，外部発注をもいとわない。③は，電機・電信
を代表例とするが，当該産業が80年代に通常交渉をおこないうるほどの業績を
あげていたのは，通常ではない。④は，通常の協約を獲得しているものの，雇
用縮小というコストを払ってはいる。そしてバーバッシュは， 80年代の譲歩を
代表したのは①と②の2つの波だという 6)。
以上のバーバッシユの分析は，すでに観察〔2〕で記述した事実関係からみて
も間違っていないし， これからの分析のよきフレームたりえよう。残る問題
は，かかる経営者の戦略にたいする組合の対応であって，そのエッセンスが，
生産物市況への対応としての秩序ある後退およびその代償としての職務保障要
求にあることは当然としても，組合が，犠牲の平等化をレイ・オフの聖域だっ
たホワイト・カラー層にも求めだしたことは，たしかに新しい時代の到来を告
げるものとはいえる”。 だが経営側の戦略① （積極交渉）の組合による容認が，
「絶望の時代の便宜的結果であるが， 主義の結果ではない」8)とすれば，バー
6) Ibid., pp. 14~16. 
7) Ibid., p. 18. なお日本の新聞も 「聖城にレイオフの波」としてホワイト・カラーの
レイ・オフを伝えている（『日本経済新聞」昭和57年8月16日付）。
8) Barbash, op. cit., in The Annals, p. 19. 
718 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動とその解釈（下の下）（小林） 927 
バッシュの「譲歩の時代」観は，おのずと限定されたものとなろう。
バーバッシュは，そこで労働組合の対抗戦略をつぎのように描く。まずは，
形式的無党派主義の離脱および民主党との関係の明確化・強化であり，たとえ
ば1981年の「連帯」の日の反政府デモンストレーションは，かかる反共和党的
動きを象徴したものでもある。つぎは，組合の政治・立法戦略が反レーガノミ
ックス路線の上にあることだという。最後は，組合にとってもっとも基本的な
組織化にかんするもので，その標的としてかれは，サン・ベルト地帯，女子事
務労働者層，病院戦員（看護婦をふくむ）， 日系資本の自動車企業をあげるが，組
織化活動の成否は相手の対応との相対的なものであるから，いままでの不成功
は，かならずしも組合パーフォーマンスの基本的欠陥を意味しないという 9)0 
組織化については改めて後に論じることになるが，この最後の指摘は一般的抽
象的には正しいにしても，その相対度の具体的把握は，現実には困難ではあろ
?? ?
いずれにせよバーバッシュの結論はかならずしも明白ではなく，かれは，か
かる時代変化のもとで労使関係のディメンションは変らざるをえないという
が，労使関係そのものがどう変るかは明言しない。かのコーカンとビオレの 2
人にしても， 70年代が自己満足交渉の時代だとすれば， 80年代は混乱，実験，
新アプローチ・テストの時代であるという 10)。その意味では80年代は，混沌の
時代であり，将来の方向（過去の延長か新しい転換か）を決定づける諸因子が力を
競いあっている時代ということでもあろう。
2. 事実関係の補足
議論の出発点はなによりも正確な事実関係の把握にあり，そのことは，以上
9) Ibid., pp. 19~21. 
10) Thomas A. Kochan and Michael J. Fiore, "U.S. Industrial Relations in Tra-
nsition", in Thomas A. Kochan, ed., Challenges and Choices Facing American 
Labor, The MIT Press, Cambridge, Massachusetts, 1985, p. 4. 以下本書を
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のバーバッシュの分析を検討する場合にも当然あてはまる。ただし1983年まで
の従来からの交渉部門における事実経過は，観察〔 2〕にすでに詳しく記してあ
るので，ここではその後の動きを補足的に記すにとどめる。
(1) 鉄鋼
1984年鉄鋼のパターン交渉方式の担い手だった交渉調整委員会 (theCo-ordinating 
Committee)参加企業は減少をつづけ，今回ナショナル製鋼が交渉上の柔軟
性を求めて離脱する。調整委員会に残ったのは， US,LTV, ベスレヘム，
インランド，アムコの5社11)0
1985年調整委員会参加5社は，全米鉄鋼労働者組合 (USW)との合同 (joint)交渉
の中止を決定する。同委員長のJ.B.ジョンソン (USスチール副社長）に
よれば，その原因は外国製品の流入，内外の企業による合弁事業，調整委員会
参加企業の赤字にしめされる鉄鋼市況の深刻さにあるという。
ウィーリングービッツバーグ社は，前年後半に始まった交渉 (1983年協約の
賃金・諸給付カットの回復措置のキャンセルをめぐるもの）の進展がなく， 4
月連邦破産法により債権者からの保護を申請。同申請は鉄鋼史上最大のもので
あるだけでなく，前年の破産法修正（債権・債務者その他全当事者の公正平等
の取扱い確保のため，会社は組合に協約改定を提案できる）の最初の適用とさ
れる。かかる会社提案を組合が拒否した場合，法廷は，組合の拒否に「充分な
理由がない」と判断すれば，会社による協約破棄を認めることができる。かく
て法廷は同社の協約破棄を認める。その決定理由は，企業再建ができれば，そ
れは長期的には従業員を利するというにある。その直後同社は USWに時間
当り賃金・諸給付額の切下げ (21.40ドルから 17.50ドルヘ）を要求し， usw 
はストライキをもって対応したが， 3カ月 (1959年1月6日の鉄鋼ストライキ
以来の長期間）後の10月半ば妥結する。妥結内容は，時間当り報酬18ドル，鉄
鋼値上り 1形につき 20セントの時間賃金増額（ただし1ドルを限度），破産法
手続を離脱した場合の交渉再開，生命・健康保険の縮小，組合代表2名の取締
役会参加（ただし議決権の付与は1名）というもの。
なお同社の年金制度は，その公式中止にともなって連邦年金給付保障公社に
Challengesと略す。
11) Monthly Labor Review, January 1985, p. 10. 
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ひきつがれ，年金給付額は現行水準を下回ることになるが，その差額は補足年
金プランによって埋め合わされる12)。
(2) 自動車
1984年全米自動車労働組合 (UAW)とゼネラル・モーターズとの協約は， その就業
機会バンク保障計画 (JobOpportunity Bank-Security Program) の故に
有名だが，その批准は33,312票対18,386票であって，かなりの反対のあったこ
とが注目をひく。当計画の運営は全国・地域・地方の各レベルの合同委員会に
よるが，その就業機会保障の内容は，勤続1年以上のものは，技術導入，外部
発注，生産性向上交渉，事業所間の作業移転，生産統合を理由にレイ・オフを
おこなわない（ただし売上低下，施設売却等による場合をのぞく）というもの
で，会社はこのために，今期および次期の協約全期間にわたって10億ドルを負
担する。もし当計画の適用資格者にしてレイ・オフに直面すれば，従業員開発
バンク (anemployee development bank)に手続し， 最終職務の賃率と通
常の諸給付を与えられ，年金資格クレジットは継続される。ただし開発バンク
手続者は，職務訓練，要員代替，転属などに応じる義務がある。なおある事業
所の開発バンク手続者が当該地方ないし地域の欠員予想数を上回ると判断され
る場合には，全国レベルの合同委員会は，年齢55~61歳で勤続10年以上のバン
ク手続離職者にたいして，満額の年金給付およびその他の諸給付を保障する特
別フ゜ログラム（しからざるバンク手続離職者には先任権におうじて 10,000~
50,000ドルの支給）を設定することができる。
その他の職務保障上の改善としては，補足失業給付 (SUB)制度および1982
年開始の継続的所得保障 (GIS)制度にたいする会社基金増額，被解雇者を優
先雇用するベンチャー事業計画への 1億ドル提供，時間外労働にたいする時間
当り50セントの対会社課徴金とその技能開発訓練基金への充当，週時間外労働
の1人当り 2時間の削減努力，などがあげられる。
賃金については，初年度は時間当り 9~50セントの規定賃上げ｀（即時実施），
12) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 10~11. なお連邦破産法廷がウィーリ
ング＝ヒ°ッツバーグ社による労働協約破棄を認めたことは，労働界にとって重大な意味
をもったが， 日本の新聞も早速これを報じた。「論蔽呼ぶ労協無効判決ー米WPスト，
再建優先に労組反発」の見出しによる『日本経済新聞」（昭和60年7月26日付）の記
事をみよ。
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次年度および最終年度は一時金支給（従来の賃上げ支給時期繰り下げに代替す
るもの）というもの。 UAWによれば， その他を含めて協約期間中の賃金調
整総額は 1人当り 11,730ドルとのこと。
フォードと UAWの協約は， ゼネラル・モーターズの場合と基本的に変ら
ないが，就業機会バンクヘの会社負担は従業員数との関係から 3億ドルであ
り，また被解雇者救済のベンチャー計画への提供は 3,000万ドル。
クライスラーについては，本年は協約改定の年ではないというのに（現行協
約期限は 1985月10月）， UAWは同社にたいし，前記2社との同一交渉サイク
ルの復活および賃金・諸給付水準の格差是正のため，交渉の再開を申しでる。
アメリカン・モーターズは，労働コスト削減が不可能ならばウィスコンシン
州ケノシャの組立工場を閉鎖するかもしれないと発表。なお同社の協約期限は
1985年9月丸
1985年大手3社は高利益をあげたが，内外の競争圧力は依然として大きい。
クライスラーについて。 1983年以降同社の収益力の回復したこともあり，
UAWは他の大手2社との給与格差是正につとめるが，新協約の期限は 1988
年9月（前記2社の現協約期限の1年後）であるため，格差是正は思うにまか
せない状況。新クライスラー協約の内容は，平均2.25彩の即時賃上げ， 1986年
10月における一時金（過去1年の年間給与の2.25%相当額）支給， 1987年9月
の3彩賃上げを定めたもの。なお最終年度の3彩賃上げは，同年度予定の他の
大手2社の協約改定交渉の初年度賃上げパターンとなりうる故，重要だとされ
る。四半期毎の生計費調整は，他の大手2社並となる (CPI上昇0.26%ボイ
ント当り時間賃率1セント）。
他の協約内容としては， 過去の賃金譲歩の代償措置として一時金 (2,120ド
ル）の即時支給， 1983年の利潤分配制放棄の代償として年500ドルの2年間支
総次期 (1988年）協約時の利潤分配制の確立，他の大手2社の就業機会バン
クと同制度の確立とそのための会社の 1億8,700万ドルの負担など。
ゼネラル・モーターズは，小型輸入車に対抗するためのサターン計画（投資
額35億ドル）の実施を発表。同計画の新会社（テネシー州スプリング・ヒル）
13) Monthly Labor Review, January 1985, pp. 4~5. なおこの協約は日本でも非常に
注目され，慶応大学の島田晴雄氏は詳しく解説されている（昭和59年12月11日付「日
本経済新聞』の「経済教室」）。
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は，特色ある労働協約を UAWとの間に締結する。 すなわち協約は期限を定
めず，任意の時点で改定ないし終了が可能であって，その内容は，従業員のす
くなくとも809'るは職務を恒久的に保障し，労使双方が非常事態と判断する場合
にかぎり，残る20形についてレイ・オフしうるというもの。また作業組織は，
作業単位メンバー，作業単位 (6~15人）， 中間的労使合同機関， 最高の合同
戦略諮閲委員会の4段階よりなる協同的なもの。生産労働者の給与は年俸制
（初年度は時給にして13.45ドルないし15.49ドルに相当）とし，ゼネラル・モ
ーターズの他工場の給与改定を勘案して四半期毎に一時金が追加支給される。
その後の年俸は，国内5社平均時間賃率の80形を基準に算出され，さらに個人
および作業単位の業績におうじて調整される。
ゼネラル・モーターズとトヨタとの合弁企業であるニュー・ユーナイティド
・モーター製造会社は， UAWとの間に最初の協約を結ぶ。サターン計画同
様に労使協力をねらったものだが， その最大の特徴は， 会社の積極的行動
("affirmative action")を求める条項であって， 具体的には従業員のレイ・
オフに際して会社の役員・管理職の給与をまず引き下げ，外部発注作業はこれ
を交渉単位内の職場に戻すことなどが，前提とされる。時間賃率は 13.28ドル
ないし15.95ドルであって， ゼネラル・モーターズおよびフォードのそれを上
回る。また自動車産業にはユニークな有給の昼食時間 (30分）を設けるなど。
アメリカン・モーターズは， 依然として業績不振（市場占有率25lる）に悩
み，ミルウォーキーとケノシャの 2工場閉鎖のおそれもあり， UAWは，ゼ
ネラル・モーターズおよびフォード並への給与切下げに同意。会社は，前記エ
場を当面閉鎖しないことに合意する。組合譲歩の内容は，時間当り 60セントの
賃金カット，有給休暇の短縮，労働規則の改定など。
マツダは，米国内生産（ミシガン州フラットロック工場）を始めるにあたっ
て UAWとの間で，ゼネラル・モーターズやフォードを下回る給与水準につ
いて合意をうる。 1987年生産開始時，同工場は時間当り 6ドルのコスト優位を
もつものと期待される14¥
14) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 4~5. なおGMの次世代小型車事業部
門サターン社のUAWとの協約は， 昭和60年7月271:l付「日本経済新聞』（夕刊）も
これを伝えた。
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(3) 航空宇宙
1984年航空宇宙産業の協約の一般特徴は，前年10月のボーイング協約の2条項 (2本
立給与体系と一時金方式）に代表される。この2特徴の一方または両方を採用
した企業は多いが，ボーイング協約の賃金等級間格差拡大策（定額の生計費調
整の結果としての格差縮小を是正するため，高賃金層にのみ生計費調整をおこ
なう）を採用したものは少ない。
マクダネル・ダグラス社は，新規採用者と既在職者とを区別する 2本立給与
と一時金方式（年間給与の3彩相当額）， 高賃金層のみの生計費調整，熟練層
のみの特別賃上げを，機械工組合および UAWとの間に結ぶ。
ロックウェル・インタナショナル社宇宙部門と UAWとは， 1984年・ 1985
年各8月に年間給与の3彩相当の一時金支給， 1986年7月の3彩賃上げ，新規
採用者の当該職務最高賃率までの昇給期間の延伸と初年度生計費調整の不実施
とを協定する。
ゼネラル・ダイナミック社航空宇宙部門と機械工組合との協約は，初年度・
次年度の年間給与3彩の一時金支給，最終年度3%の賃上げ，熟練層にたいす
る3回の追加一時金支給を定める。
セスナ航空機と機械工組合との38カ月協約は， 1985年9月および1986年9月
における一時金（過去1年間の給与の1.5彩および2%)支給を定める。
ユーナイティド・テクノロジ一社シコルスキー機部門とチームスターとの協
約 (3年）は，各年度初めの3彩の賃上げ，一時金 (1983年の年間給与の3%
相当額）の即時支給，その他を定める15¥
1985年 ゼネラル・ダイナミックスのボモナ工場（カリフォルニア州）と機械工組合と
は， 2本立給与体系を廃止する。組合は一般には，同一労働・複数賃金という
方式は労働者間の摩擦をもたらすとして反対。また同協約は， 1983年採択の差
別的生計費調整（高賃金等級者を優遇）をも廃止する16)。
(4) 電機
1985年 ゼネラル・エレクトリックと関係諸組合との協約は，職務・所得保障をその特
徴とする。その内容は，勤続1年をこえる一時解雇者の復職権利期間の延長
15) Monthly Labor Review, January 1985, p. 7. 
16) Monthly Labor Review, January 1986, p. 1. 
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（従来の1~2年勤続者1年から 5年以上勤続者5年までを一律5年へ）， エ
場閉鎖通告後6カ月以内の一時解雇者にたいする復職プログラムの拡張適用，
一時解雇時の在職工場を中心として250マイル以内にある同社他工場への配転
権（ただし3工場まで），レイ・オフを理由とする低賃金職務配転者の保障給
与期間の延長 (26週から39週へ） エイノゞェノシー・ショップ(agencyshop) 
条項の設置，生産削減を理由とする年金資格上の不利益の発生を防ぐための年
金プラン修正など。
賃金にかんしては，協約初年度は一時金 (2,080時間を各自の時給に乗じた
額の3形）の即時支給， 次年度•最終年度の 3%賃上げ， CPI上昇 0.175彩
（最終年度のみ0.15彩）毎に時間当り 1セントの生計費調整，新規採用者の当
該職務最高賃率への昇給期間の8カ月延伸など。
なお重要なものとして，入院必要性の証明，入院期間・医療内容の決定の適
性にかんする審査，外科手術のための2名の医師所見の提出義務（従来は1
名）等の健康保険制度改正があげられる17¥
(5) ゴム
1985年業界がスランプ状態にあった前回 (1982年）とは対照的に，今回は適度の賃金
・諸給付の利得がえられる。
ユニロイヤルと統一ゴム労働組合 (URW) との協約は，協約期間内に時間
当り計43セントの賃上げ，四半期毎の生計費調整の存続，年金給付改定等を定
めるが，注目すべきは健康保険制度の費用抑制策であって，入院必要性の事前
審査，一部手術について2名の医師所見の必要性，処方医薬品の郵送などをそ
の内容とする。
グッドイヤー・タイヤー・ゴム社の協約は，とくに医療プランにかんして，
貯蓄型の綜合医療プランと従業員負担免除型の必要医療フ゜ランの間の選択権を
認める。
なお各社とも操業度を高めようとし，多くの工場で週7日操業（そのため従
業員数は増加）がおこなわれるにいたる。またファイヤーストンの唯一の非組
合工場では， NLRBの交渉代表選挙に URWが敗北する18)。
17) Monthly Labor Review, January 1986, p. 8. 
18) Monthly Labor Review, January 1986, p. 9. 
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(6) 鉄道
1984年 4月，鉄道13組合の要求提出により交渉始まる。その内容は， 3年間に6回の
5彩賃上げ，上限なしの自働生計費調整の継続，時間外手当の増額，有給休日
（祝祭・個別取得）• その他諸給付の改善など。これにたいする経営者側の目
標は，賃金凍結， 2本立給与体系（新規採用者の初任給は従来の56形）， 自動
車運送との競争能力を高めるための労働規則修正など。 1984年は交渉継続
中19)。
1985年前年から持ちこされた交渉は， まず統一運輸労働組合 (UTU)と全国鉄道労
務会議 (NRLC)との間で90,000人の乗務員について妥結。その協約は，火夫
6,000人と構内機関士2,000人の欠員不補充による減員をとくに定めたが，これ
は大統領の緊急調査委員会の勧告にそったもの。この減員合意は，一時は1月
1日を期限とする当該職務の撤廃合意と誤報されたため拒否されたが，最終的
に承認される。
賃金にかんしては，協約期間内に6回の計10.5彩（時間当り 1.37ドル）の賃
上げ，初回賃上げの前年7月1日遡及実施を撤回する代｛貧措置としての一時金
(565ドル）支給， 自働生計費調整の存続，乗務員給与計算基礎としての所要
走行距離（蒸気機関車時代のもの）の8彩延長，新規採用者の昇給所要年数の
延伸（従来の 1年から5年へ），一部貨物列車の車掌車廃止などがある。なお
NRLC交渉機構外のコンレールとの間で，前年7月1日に遡る 12.5%の賃上
げ交渉が成立する。これは， 1981年の12.5彩賃金カットによる放棄所得の回復
をはたす20)0
(7) 航空
1984年航空規制緩和法 (1978年）により航空ルートは1982年1月1日，運賃は1983年
1月1日より規制緩和され，企業間競争の激化。
ユーナイティド航空。フライト・アテンダント組合との37カ月協約は2本立
給与体系（新規採用者は 14カ年昇給表の最初の7年間について25%賃金カッ
ト）を，また機械工との3カ年協約は新規採用者の賃金カット（ただし最初の
5年間）をそれぞれ定める。
19) Monthly Labor Review, January 1985, p. 9. 
20) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 7~8. 
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パシフィック・サウスウェスト航空。チームスター，パイロットその他の諸
組合との協約は， 1596賃金カットと労働規則変更を定め，同時に会社は，税込
み利益15彩分の利潤分配制度への充当その他に合意する。
ノースウェスト航空。フライト・アテンダント（ただしチームスター組合に
代表される）との3カ年協約は，初年度・次年度に6%および最終年度に3%
（いずれも 7月1日）賃上げを定めるが， 1984年1月1日以降の採用者にたい
する低給与（現行を3096下回る）をも同時に定める。
ヒ°ー トモント航空。 2本立給与体系の確立，労働規則の変更（パイロットの
月間飛行限度時間の80時間から 85時間への延長など），協約期間内の3回の賃
上げと初回賃上げ実施の6カ月延期を定める。
レパブリック航空。組合側は，現行15%賃金カットおよび賃上げ繰り延べの
中止予定 (5月31日付）を変更して 1986年末まで続行し， 2本立給与を採択
し，生産性向上計画を実施することに同意し，会社は，利潤分配制の確立と従
業員持株比率の引上げをもってこれに応える。
ウェスタン航空。パイロット組合は前年受諾ずみの18%暫定賃下げを1986年
末まで続行することに同意し，他の4組合も， 1月終効予定の現行109,る賃金力
ットに代る22.5%賃金カット (1986年末まで）に同意する。また組合側は，生
産性向上のための労働規則変更に同意。これにたいして会社は5組合全体にた
いして取締役会の2席を追加し（計4),また株式を分与し， かつ利潤分配制
をもうける。
フロンテイヤー航空。 2本立給与体系の採用と11%の賃下げ（ただしパイロ
ットは現行8.1彩カットの継続と3.5%カットの追加）が合意される。
イースタン航空。フライト・アテンダント組合は，前年締結の 2カ年協約を
修正し，株式取得と引きかえに当年間給与（実施予定賃上げをふくむ）の18%
を企業投資することに合意する。他の3組合は，前年末すでに同趣旨の合意。
なお労働規則も生産性の見地から修正。組合側は取締役会に 4席を与えられ
る。
ブラニフ航空。連邦破産法による救済申請より22カ月後の当年3月，事業再
開がなり，大幅給与引き下げの新5カ年協約の下，従業員は復職する。
コンチネンタル航空。当年第3四半期は1,760万ドルの黒宇を計上するが，こ
れは，前年の破産法による救済申請の結果として労働協約廃棄が認められ，人
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員を％，給与50%削減しえたことによる21¥
1985年前年終了をもって民間航空局 (theCivil Aeronautics Board)が廃止され，
航空規制緩和法の狙う自由化は一段とすすむ。それだけ交渉もきびしい。
ューナイティド航空。航空パイロット組合 (ALP)との4カ年協約は， 5年
間有効の2本立給与体系（新規採用者には40%低い給与），協約期間中の計9.5
％の賃上げ（全パイロットに適用）を定める。
アメリカン航空。連合パイロット組合 (APA)との協約は， 4%賃上げに加
えて2本立給与体系 (1983年導入）による在職者・新規採用者間の格差是正の
ための給与調整，時間外労働などを定める。また地上勤務者を対象とする運輸
労働者組合 (TW)との3年半協約は， 1985年9月と1986年3月の一時金支給
（毎500ドル）， 1987年3月の一時金 (1,000ドル）支給， 1988年3月の5%賃
上げ，昇給所要年数の差別化（前回協約期間中の採用者は9年，今回のそれは
12年）を定める。
パン・アメリカン航空。パイロット組合 (ALP)との32カ月協約は，協約期
間内に計25%の賃上げを定める。運輸労働者組合との協約は，地上勤務者にた
いして計20%の賃上げ (1982年賃上げの繰り延べ分14.5%をふくむ），一時金
(600ドルないし1,000ドル）支給，新規採用者の昇給所要期間の延伸 (3~4
年を7年へ），割当職務範囲の拡大，パート就労者増員の承認を定める。フラ
イト・アテンダント組合との協約は，計21.5%賃上げ（前回賃上げの繰り延べ
分12%をふくむ）と 2本立給与体系とを定める。
コンチネンタル航空。 1983年連邦破産法による救済申請以来のストライキが
2年越しに解決。すなわちパイロット組合 (ALP)と会社とは，ストライキ参
加者のうち復職者の先任権保護と退職者の手当について合意22)0 
(8) 自動車運送
1984年 チームスター組合との全国基本協約の有効期間中だというのに（協約期限は
1985年3月）， 1980年の自動車運送業規制緩和法（参入，営業区域，積荷，運
賃等の州際商業委員会の規制権限のほとんどが廃止される）の影響は深刻とな
り，企業倒産やレイ・オフという現実を前にして，産業別の交渉関係は改変を
21) Monthly Labor Review, January 1984, pp. 6~7. 
22) Monthly Labor Review, January 1986, p. 6. 
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余儀なくされる。 トラック運送業者協会 (TruckingManagement)の脱退企
業数も増加する。この年の重要な協約は，ューナイティド小荷物配送会社 (the
United Parcel Service)とチームスターとのそれであって，それは， 1982年
以来の生計費調整の附加給付転用分（時間当り93セント相当）を相殺するため
の一時金（フルタイマーに 1,000ドル，パートタイマーに 500ドル）の即時支
給，年 1 回の賃上げ（初年度時間当り 68セント，次•最終年度は各50セント），
2本立給与体系（従業員の半数をしめるパートタイマーの低給与）の存続，基
本協約並の附加給付改定などを定める23)。
1985年業者協会の加盟企業数は激減 (1979年487社， 82年286社， 85年35社）。協会と
チームスターとの新基本協約は批准されたものの，反対も多かった (62,296票
対54,873票）。注目すべき同協約の新職務保障条項は，チームスター組合員の
仕事を他企業に移すことを禁じ，また使用者の事業が隣接ターミナルに及ぶ場
合の基本協約の適用を定めたもの。賃上げにかんしては，協約期間内における
毎年4月の50セントの時間賃金引上げ（いずれも生計費調整分31セントをふく
む）， 走行距離ベースで賃金の支給される長距離業務についても同等の賃上げ
, 2本立給与体系（新規採用者の給与を当該職務最高賃率の 70形とする）， 臨
時雇いの賃下げ（ただし協約最後の 2年間でその半ば近くを回復する）などを
定める。なお自動車運搬車については， 時間当り計1.80ドルの賃上げ， 年1
回自働生計費調整の存続（ただし上限は70セント）など24)。
(9) 港湾
1984年東海岸では国際沖仲士組合 (ILA)は，コスト過大を理由に年間所得保障 (G
AI)プランの修正を余儀なくされる。同プラン適格条件の厳格化（ニュー・
ジャージー），保障所得の切下げ（ハンプトン・ローズでは 1,800時間を1,500
時間へ，フィラデルフィアでは1,900時間を1,500時間へ）などがそれ。他に，
ILA協約適用の港湾は荷役作業のコストが高くつくとして，非適用の港湾へ
の利用変更の動きがあり， ILAは，かかる動きをしめしたデルタ汽船にたい
し協約違反を理由に訴訟を提起する。
西海岸では，国際沖仲止倉庫労働者組合 (ILWU)と太平洋岸海運協会との
23) Monthly Labor Review, January 1985, p. 9. 
24) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 6~7. 
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間で，所定8時間のうち 2時間について50%の割増支払による事実上の時間賃
率引上げ (2.50ドルの増額に相当），保障賃金の受給適格条件の厳格化（完全
受給のための所要週就労時間を 36時間から 38時間へ延長するなど），その他が
協約化される25)o 
1985年 ILAとニュー・ヨーク海運協会との間で， ILAの当該ローカル組合の共済基
金にたいする積荷トン当り荷主払込金の引下げが，ニュー・ヨーク＝ニュー・
ジャージー港について成立する。同港湾当局は，同港の前記払込料が他港より
も高いとの理由で， その引下げをすでに求めていたところ。その引下げによ
り，運送距離220マイルをこえる同港発着の船荷トン当りの同払込料は，従来
の8.90ドル（コンテナー 1台当り 250ドル）から 5.65ドル（コンテナー 1台当
り160ドル）となり， これにより ILA管轄下の他港湾（扱いトン数よりは所
要作業時間数により払込料を決定する）の同港にたいするコスト上の優位は，
50彩低下するという。
ILA第3,000支部（ニュー・オーリンズ）は陸上（チームスターによる）の
競争に対抗してニュー・オーリンズ港の船荷扱い量をふやすため，人員削減，
大型穀物運搬船の荷揚げ賃金引上げ (1時間1ドル）の放棄，その他のコスト
節減策に合意する。これはマイアミの前例に倣ったもの26)。
(10) 建設
1984年建設の賃下げこそは， この年の民間産業協約賃金下落の主要因をなすものだ
が，建設交渉はそのレベル・地域にかんして分散的であり，かつ地方の経済状
況に敏感の故に，建設賃下げの原因は複雑。たとえば不動産需要の低迷や非組
合企業の競争など。協約内容もさまざまで，賃金・諸給付の双方もしくは一方
のカットを，全労働者，新規採用者，特定期日後の事業，特定内容の事業，住
宅建設のいずれかについておこなう 27)o 
un猥青炭
1984年全米炭鉱労働者組合 (UMW)会長トルムカは，漉青炭業者協会 (BCOA)と
の交渉にさいして組合から「後退と譲歩をするな」と迫られ，逆に業者協会会
25) Monthly Labor Review, January 1985, p. 8. 
26) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 11~12. 
21) Monthly Labor Review, January 1985, p. 8. 
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長ブラウンは， 組合利得の生産性向上による相殺を求める。国外および国内
（非組合）生産者による競争，石油危機解消による石炭需要低下， BCOA脱
退企業の増加（会員企業132社のうち100社が脱退）などが事態を複雑化。ただ
し最後の点については， UMWの圧力で脱退企業が BCOA協約の準拠を約
したため，統一パターンは継続される。
さて成立した40カ月協約によれば，協約期間内に計1.40ドル（前回は3.60ド
ル）の賃上げ，諸給付の改定，雇用保障修正が定められる。とくに雇用保障に
かんしては，採掘権が他の経営者に移った場合に組合員が入職を争いうる権利
の確保，ローカル組合役員が採掘請負企業の炭鉱夫の職務遂行状況の適否を決
定する権利， 組合員が当該炭鉱で慣例的に遂行してきた仕事の組合員への確
保，協約適用炭鉱の売却にかんして組合に事前通告しかつ買主の同協約履行意
思を組合に確認せしめうる証拠の提出，などが定められる28)。
(12) 繊維・衣服
1985年前年に終る10年間の喪失ジョッブ数は25万，輸入額は 38億ドルから 180億ドル
への増加というのが，当産業の現状。かくして国際婦人服労働者組合 (ILGW
U)会長ソル・チャイキンは，その3カ年協約を「比較的最上のもの」 とい
う。その内容は， 初回賃上げ6%(ただし 1986年6月まで実施延期），次回賃
上げ5% (1987年6月），自働生計費調整検討条項（前回協約中は調整不実施）
の存続，諸給付の使用者負担増額（賃金原資の 1形相当）など。
合同衣服繊維労働者組合(ACTW)は，シャツ・ズボン・綿製上衣業界との
間に以下の 3カ年協約を結ぶ。その内容は，当年9月に500ドルの一時金支給，
1987年11月に過去1年の年間基本給与額の 6.5,Slる相当の一時金支給，時間当り
25セントの賃上げ，有給休日の 1日追加（計lHl),工場閉鎖の事前通告など
を定める。 ACTWの紳士子供仕立服業界との3カ年協約もまた賃上げに代る
一時金支給を特徴とし，当年12月に500ドルの一時金支給， 1年後に600ドルの
一時金支給，業界の競争状況・構造変化等を調査するための三者（労・使・地
域）委員会の設置などを定める。
南部については， J . p. スチーブンス社にたいする ACTWの組織活動
は， 1980年の同社との和解協定にもかかわらず進展なし。またキャノン・ミル
28) Monthly Labor Review, January 1985, pp. 5~6. 
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ズ社では交渉代表選挙に敗れる（組合代表支持3,530票，反対5,982票）。また
東部ノース・カロライナ州のスチーブンス社9工場との協約は，職務保障のた
めに平均時間賃金 (6.80ドル）は引上げられず。合衆国最大のレイヨン工場で
あるアブテックス・ファイバーズ社の同工場（バージニア州）は，時間当り 1
ドルの賃金カット， 有給休暇の短縮， 自働生計費調整の削減などの組合譲歩
（ただし工場閉鎖ないし売却の折は，報酬減額分は利子を付して払い戻される
との補償付き）により，その閉鎖を免れる29)。
U3l 食肉加工
1984年 ここ 2, 3年来の食肉加工の労使関係は混沌としており，その状況は，限界的
企業による競争の結着（消滅か生き残り）のつくまで続くであろう。
ウィルソン食品の場合，前年の連邦破産法による会社の救済申請以来， 25形
給与カットの新協約，年金プラン終了などを含む会社再建計画が認められてき
たというのに，会社はこっそり役員報酬の大幅引上げをしていたとして，統一
食品商業労働者組合 (UFCW)による攻撃 (11月）がおこなわれる。
おなじく前年破産法による救済申請のラス食肉加工は，協約破棄と賃金・諸
給付のカットが認められる。ピアス食肉加工では，破産法手続下の豚肉加工工
場が，賃金・諸給付カットの組合同意をえて再開される。オスカー・メイヤー
社は，組合拒否にもかかわらず遂に2396の給与カットをとりつける。こうした
動きのなかでジョージ・ A・ホーメル社は，産業全体の給与水準が低下した場
合の賃下げを認めた協約にもとづき，仲裁々定により賃下げを実施する権利を
うる30)。
(1~ 農業・建設機械
1984年 当年この業種で唯一の交渉をおこなったのはインタナショナル・ハーベスター
社のみ。以前は同社にかんしても，他社との同時交渉および類似協約の締結が
おこなわれるも，このパターンは1979年に崩れる31)。
1985年 この年の交渉もインタナショナル・ハーベスター社のみで，パターン交渉の崩
壊はすでにみたとおり。同社は， J. I・ケース社への営業譲渡に伴ないケー
29) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 9~10. 
30) Monthly Labor Review, January 1985, pp. 10~11. 
31) Monthly Labor Review, January 1985, p. 1. 
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ス社に引継がれる協約条件について， UAWとの間に3カ年協約をやっと締
結する。その内容は， 1982年時の労働譲歩の一部を回復し，また職務保障とし
て就労時間数低下の場合の時間外労働削減・外注削減・訓練フ゜ログラム参加時
の所定内賃率の保障などを定めたもの。これにたいしてJ. I・ケー ス社は，
同社他工場との統一上，前記インタナショナル・ハーベスター協約の改定交渉
を UAWとの間におこなう。
なお日本の小松製作所の挑戦に苦しむキャタヒ°ラー・トラクター社は，年末
までに 1982年水準より俸給職員を 20%(6,200名）， 時間賃金労働者を 349)る
(18,000人）を削減するプログラムを実施中。アリス・チャルマーズ社も 2エ
場を閉鎖し，営業権を西独企業に売却32)。
U5l造船
1985年連邦政府の補助（年額3億ドル）が1981年に打ち切られて以来，造船業は振わ
ず，海軍の受注残を有する一部企業をのぞけば，事態は深刻。かくしてメーン
州のバス鉄工と海運造船労働組合との3カ年協約は， 賃金凍結， 2,000ドルの
一時金支給 (3回払），皆勤6カ月毎に200ドル支給， 2本立給与体系（新規採
用者の当該最高賃率への所要昇給期間3年，昇給回数3回など）の採択を定め
る。ゼネラル・ダイナミックス社はマサチュセッツ州クインシィ造船所の閉鎖
を発表。オレゴンナMのノース・ウェスト・マリン鉄工とディリンガム船舶修理
社は，金属労働評議会との間で2696賃金カットと深夜週末割増手当削減（ただ
し海軍入札時のみ）に合意。ワシントン州のタコマ造船所は，破産法の下に救
済申請33)。
U6) 紙・パルフ゜
1984年西部パルプ・紙労働者組合とパルプ製紙企業数社との32カ月協約は，即時1,000
ドルの一時金支給，次年度初と最終年度初にそれぞれ49)ると 4.5形の賃上げ，
健康保険制度のコスト削減のための諸改正を定める34¥
1984年および1985年における以上の16産業（観察〔2〕の 16産業リストとは一部異
なる）の動きをみると， 賃金カット，賃金凍結， 賃上げに代る一時金支給，昇
32) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 8~9. 
33) Monthly Labor Review, January 1986, p. 1. 
34) Monthly Labor Review, January 1985, p. 10. 
733 
942 闊西大學「綬清論集」第36巻第2・3・4号 (1986年1月）
給期間延伸，在職者の既得権擁談を前提とする合理化対策としての 2本立給与
体系（新規採用者の低給与），生産性向上のための労働規則改定，健康保険制度の
合理化などが，産業の置かれた状況によって程度の差こそあれ，共通の問題と
して提起されていることがわかる。観察〔 2〕の1980年~83年の動きと総合して
判断すると， 80年代の譲歩の時代のもつ厳しさは一段と明瞭となる。ただし譲
歩の時代は，その代償として労働者に諸種の形式の参加の与えられたことが，
特徴的であろう。以下にそれらを検討しよう。
3. 組合運動沈滞の諸要因
譲歩は組合運動沈滞の帰結であるともいえるから，譲歩を論じる前に，組織
率低下に象徴される組合運動の沈滞の要因を検討するのが順序というものであ
ろう。
マークレー・ロバーツは，アメリカ労働組合運動の将来を規定する人口学的
要因として，人口成長の鈍化，労働力の高齢化と職務保障関心の増大，女性・
黒人・スペイン語系労働力の構成比率の増大，サン・ベルトおよび非都市地域
における人口と雇用の増大，ベビー・プーム世代が中年に達することによる上
昇移動機会の減少，の 5つをあげる。ロバーツは，かかる要因のインパクトの
故に，将来の組合運動の役割はむしろ「より緊急，挑戦的かつ必要な」ものと
なろうとみるのだが35), 実は一般にはかかる要因のほとんどは，過去において
35) Markley Roberts, "The Future Demographies of American Unionism," in 
The Annals, pp. 24~28, 32. なおレーガン登場前のカークランドは，かかる構造的
要因による労働組合衰退の通説に反論し，統計的分析ではないと断わりながらも，組
合の成長を主張した。その主張の一部は，失業者・自営者・管理職者をのぞく組織可
能雇用者総数は7,800万人 (1979年）であり，それに含まれる連邦・州・地方自治体
職員1,600万人とパート・クイマーおよび臨時雇用者1,500万人について労働組合の現
実に接近できるのがその½とすれば，組織可能な有効雁用者数は 6,300 万人となるた
め，現組合員数が2,200万人とすれば，組織率は％となり，アメリカ労働運動史上最
高だというのである。現実の運動家は，この程度の意気ごみが必要だったということ
であろうか (AmericanFederationist, March 1980, p. 2)。
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組合運動にたいしてプレーキの役割を果してきたと考えられている。
アメリカの労働組合組織率の過去の低下 (1956年の34.5彩から1978年の25.1%へ）
を客観的ないし構造的要因で説明することは，確かに説得的な方法であろう。
したがってかかる説明要因として一般には，ほぼロバーツの指摘のように，①
労働力の産業別構成の変化（製造業からサービス業へ），R職業別構成の変化（ブル
ー・カラーからホワイト・カラーヘ）， ③性別構成の変化（女子比率の増大），④地域
別構成の変化（北部から南部へ）という 4つのディメンションが，その代表的なも
のとしてあげられる。そのこと自体に問題はないが，重要なのは，前記諸要因
の変化の説明力の大きさであろう。サービス産業，ホワイト・カラー職種，女
子労働力，南部地域はいずれも組合組織率の低いことを特徴とする故，それら
の構成比率の増大は，当然のことながら全体の組合組織率を低下させる。ある
要因変化の寄与率の単純推定は，要因変化を固定した場合の推定値との比較に
よっておこなうことができるが，ヘンリー・ファーバーによれば，前記の過去
22年間の組織率低下にたいする要因①の説明力は18%, ②は21%, ⑧は24%,
④は16彩だという。とすれば説明要因として重要なのは，産業別および地域別
の労働力構成の変化よりは職業別および性別の構成変化であり， しかもかかる
4要因によって，名目的には全体の組織率低下の％以上が説明できることにな
る36)。
だが考えればすぐ理解できることだが，労働力のサービス産業化，ホワイト
・カラー化，女子化は多分に三位一体的な現象であり，いいかえれば前記の％
36) Henry S. Farber, "The Extent of Unioninzation in the U. S.," in Challenges, 
pp. 17, 20, 19, 21. 多少の補足をすれば，構成変化がなかったとした場合の推定組
織率は， 1978年の部門別組織率に1956年の部門別雇用水準をウェイトとして乗じるこ
とによって算出したものであり，たとえば製造業の雇用水準を1956年と変らないとし
た場合の1978年推定組織率は 26.8%であるので， 1956年~1978年の組織率低下9.4彩
(=34.5彩ー 25.1形）のうち 1.7彩(=26.8劣ー 25.1形），すなわち 18彩(=1. 7+ 
9.4)は，製造業雇用水準の低下（産業別構成の変化）によって説明されることにな
る。他の要因についても同様である。
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以上という要因説明力は，要因間の相関によって水増しされている。あるディ
メンションからみた労働力構成変化の組合組織率にたいする寄与率は，その構
成変化に（偏）回帰係数を乗じて得られうるので，かかる回帰分析を適用してみ
ると，前記4変数による説明力は40%であるとファーバーはいう 37)。とすれば
過去のアメリカ組合組織率の大幅低下の説明は，一般にいう客観的ないし構造
的要因以外のものに求められねばならないことになる。なおその場合ですら，
サービス産業，ホワイト・カラー職種，女子労働力および南部地域における組
織化性向(propensityto organize)の低さが，はたしてかかる産業・職業・性・
地域に固有のものかどうかという問題はのこる38)。
それはともあれ以上の構造的 4 要因による組織率低下の説明力が40~るにすぎ
ないとすれば，のこる60%は，なにによって説明されるのであろうか。組合運
動は，一定の客観的条件のもとでの主体的運動であり，しかも他の主体の対応
によって大きく影響されるものであるから，組織率低下をもたらした容疑者と
しては，経済構造その他の客観的要因とならんで，組合の組織化努力の程度お
37) Ibid., pp. 21~22. 
38)ミシガン大学の開発した「雇用の質調査」 (QES)によると，組合選好は男女間に有
意差はなく，工業的雇用のそれは非工業的雇用より高く，また南部の組織率は，勤労
権法の負の効果（有意）をコントロールしてさえ，なお他地域より低く，かつ非白人
が組合ジョップに就く傾向は同等の白人よりも高い（有意）という。だが現実の組合
員ステータスは，たとえ組合選好を有しても組合ジョップを確保できなければ存在し
えないから，非組合労働者の組合選好をも知る指標として，交渉代表選挙があれば組
合代表と従業員代表のどちらを選ぶかについての調査 (VFU)の回答を変数として検
討してみると，やはり男女間に組合選好の有意差はなく，また事務・専門技術職の組
合選好はブルー・カラーのそれより低いにしても，ホワイト・カラーのそれが一様に
低いわけでなく（サービス労働者については差はない）， さらに南部の低組織率は地
域ベースの問題ではないことがわかる。重要なことに，組合ジョップにたいする需要
（「労働組合員数」に 「VFU質問に組合代表を選ぶと答えた非組合員数」を加えた
もの）と供給（現存組合ジップ数）を変数として分析してみると，女子，ホワイトカ
ラー， 事務・専門技術職， 南部の組合組織率の低さは， 組合ジョップにたいする需
要の低さ， その供給の少なさ， もしくはその比率の如何のいずれかによるという。
(ibid., pp. 23~32)。
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よび経営者の反組合活動の強さといった主体的要因をあげるのが，常識的とい
うものであろう。ニュー・ディール以後の制度のもとでは， 組合組織の拡大
は，事実上 NLRBの交渉代表選挙の成否にかかっているといえるから，交渉
代表選挙の結果にたいする前記主体的要因の寄与の如何をみることによって，
その問題への接近は可能であろう。
そこでまず組合努力についていえば，組織可能労働者1人当り組織活動費用
の10%支出増は， NLRB選挙の組合勝率を 7%高めるというし，また交渉代表
権を争う場合，組合が単数よりも複数である方が，組合勝率は高い（単数47%,
複数74%)という。ところが過去の現実をみると 1人当り組織費用の実質支出額
は減じ(1953~1974年に約30%減），また複数組合関与の選挙件数比率も低下 (1953
~1980年に23.7%から6.2形へ）しているのであって， リチャード・フリーマンに
よると，かかる組織化努力の低下が， NLRB選挙の組合勝率低下の 20%を説
明するという。経営者の反組合活動についていえば，交渉代表選挙における使
用者の不当労働行為件数の10%増加は，労働者の新規組織化を 3~6%低下さ
せるとされ， NLRB選挙の組合勝率低下の 40%は，かかる経営者の反組合活
動の増大によって説明がつくという 39)。とすればのこる40%は客観的要因によ
ることとなるが，フリーマンは，そのなかに経済構造の変化とならんで他の不
確定要因をも含めているのであって，したがってかれの構造的要因にたいする
評価は，ファーバーのそれよりも低いことになる40)0 
いまファーバーとフリーマンの接近法の違いを無視し，暫定的な結論をえる
ためにあえて強引な要因分析をおこなえば，過去のアメリカの労働組合組織率
の低下は，構造的要因によって40%以下，労働組合の組織化努力の不充分さに
よって20%,使用者の反組合活動の強さによって40%が，それぞれ説明される
という結論になろう。
39) Richard B. Freeman, "Why Are Union Faring Poory in NLRB Representa-
tion Elections?," in Challenges, pp. 50~51, 61, 62. 
40) Ibid., pp. 61~63. 
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だがまだ問題は残されている。フリーマンのいう組織率低下の不確定要因
は，一体どう考えればよいのであろうか。フリーマンの説くところからすれ
ば，おそらくは公共政策の役割こそがその最大のものであろう。たとえば，合
衆国とカナダの労使関係は， しばしば共通の労使当事者（企業と組合）をもつと
いう点で一体とすら考えられるのだが，合衆国とは対照的にカナダの組合組織
率が上昇しているのは (1982年ー 39%), カナダの公共政策の影響によるものと
一般に考えられている。ノア・メルツによればカナダ組織率の上昇は，歴史的
な背景的要因を別とすれば，公共部門の組織化の急成長を促がした連邦・州立
法（連邦職員および多くの州職員にストライキ権まで与える）の制定と，民間部門の組
織侵蝕を抑制してきた労働関係委員会法制（選挙よりも委員会裁量による交渉代
表権の付与，使用者不当労働行為の積極的処罰など）とによったものという 41)。 とす
れば，公共部門の組合成長は合衆国についても同様であるから（ストライキ権は
別として），合衆国全体の組織率低下をもたらしたものは， 当然カナダとは対照
的な合衆国の公共政策＠湖ポ表選挙政策）であるということになろう。フリーマ
ンもその点にふれ，合衆国が反組合的選挙活動を使用者に許しているのとは対
照的に，カナダでは，代表選挙によらずとも60彩の署名があれば，交渉代表資
格を組合にあたえているのであって，かかる両国の政策の違いの効果は大きい
と強調している。合衆国特有の勤労権法(right-to-worklaw)の組合阻止効果に
ついては，いまさら論じるまでもあるまい42)。
もちろんアメリカの労働組合は，組合に有利な公共政策の確立のための努力
を怠ってきたわけではない。だがロビーイング，政治資金調達，政治活動組織
の確立，組合支持侯補への「労働票」の動員といった具体的活動について，組
合はかならずしも成功を収めていない。チャールズ・レームズのごときは，ァ
メリカ労働組合の政治活動は， 1960年代以降公共政策への影響力の点で効果が
41) Noah M. Meltz, "Labor Movement in Canada and the United States," in 
Challenges, pp. 322~325. 
42) Freeman, op. cit., pp. 61~62. 
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なかったとまでいいきっている43)0 
4. 使用者の攻勢
使用者の対組合攻勢は，便宜上これを譲歩交渉，譲歩の代償としての参加，
組合回避戦略の 3つに分けて論じることができる。ただし80年代との関連でと
くに論じられるべきは前2者であり，最後のものは80年代に特有のものではな
い。
①譲歩交渉。カペリとマッカーシーによれば，いわゆるコンセション・バー
ゲニングとは近年の交渉上の諸変化の総括的表現であり， しいて定義づけれ
ば，麗用水準が表むきの交渉事項となるケースだという 44)。観察〔 2〕および
〔5〕の 2の事実関係をみれば，その定義は大いに説得的だといえよう。今日の
「譲歩」がリセションと競争激化の帰結という意味では，それはとくに目新し
いものでなく，大不況， 50年代の靴産業， 50~60年代の食肉加工産業などのご
とく過去の前例に事欠かない45)。だが大不況をのぞく過去のどのリセションよ
りも深刻であり，かつ交渉上の変化と参加形式の導入が労使関係の基本的な変
化を暗示しているのではないかと疑われている点で，今日の譲歩は特異性があ
るといえよう。
すでにのべたようにバーバッシュは，譲歩交渉を積極交渉，強硬交渉，通常
交渉に分類したが， ハリー・キャッツが 1982年交渉についておこなった分類
も，基本的には変らない。ただしキャッツは生産物市場の競争状態によって産
業(9産業）を 3分し，さほど競争の激しくない産業群（電機，石油精製），内外の
43) Charles M. Rehmus, "Labor and Politics in the 1980s," in The Annals, p. 
40. なおこの節のテーマであるアメリカ労働運動の問題点を要領よくまとめたもの
としては， Charles B. Craver, "The Future of the American Labor Move-
ment," The Futurist, October 1983があるが，これは問題点の指摘にとどまる。
44) Peter Cappelli & Robert B. Mckersie, "Labor and the Crisis in Collective 
Bargaining," in Challenges, p. 227. 
45) Ibid., pp. 230~231. 
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競争による打撃の著しい産業群（自動車，鉄鋼，ゴム，自動車運送，航空，食肉加工），
伝統的な競争産業（衣服）をあげる。第 1群は， 交渉手続も協約内容も変化な
く，まさに通常交渉に属する。第2群は，競争が国際的である自動車・鉄鋼
と，競争が国内的である自動車運送・航空・食肉加工とに区別できるが，とく
に後者のうち自動車運送と航空とは，規制緩和立法の影響を直接にうけている
点が注目される。国内非組合企業の競争力についてみれば，第2群内の後者の
産業のそれはまった<1人前(full-fledged)だが，前者の産業のそれは，自動車
部品や特殊鋼分野に限られるという違いはある。かくして第 2群のバターン・
バーゲニング方式は崩壊もしくは弱体化し，協約内容も賃下げ，賃金凍結，生
計費調整の制限などを伴なう。最後の衣服産業は，競争圧力を不断にうけてき
たという伝統的性質からして，それにおうじた変化を当然とする46)。
観察〔 2〕よりして1982年交渉のキャッツの分析は妥当であるが，もっと多く
の産業における交渉を一定期間（単年度ではなく）にわたってみるには，生産物市
場の競争度によるアプローチは，それほど便利ではない。とくに労働史の観点
からすれば，長期的な趨勢を捉える基礎事実の認定が重要であって，その意味
ではバーバッシュの即物的分類がやはり便利であろう。
観察〔 2〕および〔 5〕の 2から譲歩の具体的内容を列挙すれば，賃下げ，賃金
凍結，賃上げ実施延期，賃上げに代る一時金支給，昇給期間の延伸，生計費調
整方式の廃止・調整額の抑制・調整回数の削減・調整額支給の延期もしくは一
時金払い，在職者既得権擁護のために新規採用者を差別扱いする 2本立給与体
系(two-tiersystem)の導入，生産性向上のための労働規則改定，健康保険制度
の合理化などであろう。リセション，非組合企業の競争，規制緩和による新規
46) Harry C. Katz, "Collective Bargaining in the 1982 Bargaining Round," in 
Challenges, pp. 214~217. なお 1982年交渉において協約に定められた組合譲歩の内
訳をみると，労働規則を改定したものは協約総数の56%,賃金・諸給付を凍結したも
のは52彩，賃金・諸給付を切下げたものは48彩であった (ibid.,p. 233)。また1983年
5月の「ビジネス・ウィーク」は，労働組合の妥協した就業規則の変更をうまく一覧
表にまとめている (Trends,1983年8月号， 9ペー ジ）。
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参入といった競争圧力のもとでは，以上のいずれも，とくに珍しいといえるほ
どのものではない。しいていえば，賃上げに代る一時金支給方式は，現金支給
はするが給与改定（したがって給与に連動する諸給付の改定）の場合の将来のコスト
増加を回避しうるという意味において，労使ともに賢明な措置ではあろう。だ
が2本立給与体系だけは，いかなる動機があろうと同一労働同一賃金の原理を
否定するものであり， また伝統的な組合原理（既得権理論）で正当化するとして
も，いささかの無理があろう。ゼネラル・ダイナミックス社（航空宇宙）が 1985
年交渉でそれを廃止したのは，その意味では大いに歓迎されるべきことであろ
?? ? ???ャ ?
以上の譲歩の目標が雇用・職務保障にあることは論をまたないから，譲歩の
代償として組合がどれだけの職務保障をかちえたかは，もっとも核心的な問題
であろう。カペリとマッカーシーは，それを職務保障と暗黙の職務保障とに分
類し，前者を予定された事業所閉鎖ないしレイ・オフの撤回についての合意，
後者を雇用に影響する企業決定の規制（間接的職務保障）として捉え， 後者の例
として外部発注の規制，補足失業給付の改善，継続的所得保障（自動車）などを
あげる48)。だがおなじ自動車の就業機会バンク保障計画 (1984年）やサターン計
画 (1985年）は，一定条件下のレイ・オフ不実施を保証しながら，同時にレイ・
オフ時の救済策や一定限度のレイ・オフを定めており，かかる分類はぴったり
しない。また1984年の歴青炭の雇用保障のように，その保障形式は産業によっ
て多岐にわたる。その具体例は，観察〔 2〕および〔 5〕の 2の該当部分にしめさ
れている。要するに識務保障要求は労働組合の歴史とともに古いのだが，今日
の譲歩の時代にあっては，とくにその形式が複雑化したということであろう。
③譲歩の代償としての参加。いまのべたように譲歩の代償は職務保障なのだ
47)観察〔5〕の2の(3)航空宇宙の1985年の部分をみよ。なおかかる二本立給与は，当然日
本にも注目すべきものとして伝えられている。「二重賃金広がる一新規採用者の貨金
抑制」との見出しで伝えた「日本経済新聞』（昭和60年5月 14日付）の記事をみよ。
48) Cappelli & Mckersie, op. cit., pp. 238~239. 
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が，今日の特微は，その識務保障達成の手段として， 諸種の参加形式 (QWL,
QC活動から取締役会参加にいたるまで）が職場・事業所・企業の各レベルに導入
され， しかもそれが時代の要請のごとく喧伝されている点にある。
だが末端の職場レベルの決定への参加が，アメリカの交渉システムにとって
さほど新たな意味をもたないことは， マッカーシーの指摘するとおりであろ
ぅ49)。パールマンのジョッブ支配はその古典的事例であるし，ジョイスも，保
守的な建築職人がその職務コントロールにかんして，アメリカ最強の存在だっ
たことを強調している 50)。その上の事業所レベルについては，たとえば職場の
作業集団の生産性活動が雇用におよぽす効果を判断するためにも，またある種
の協約条項（たとえば談歩による節約資金の投資計画）の履行状況を確認するために
も，決定への参加は，自然の成り行きとしておこりうる 51)。だが最高の企業戦
略レベルにおける参加については，アメリカの伝統的組合政策（職場レベルの参
加）の延長以上のものがあり， とくに注目すべきであろう。観察〔 2〕および
(5〕の 2において特記されている参加は，主としてそれであるが，ただし喧伝
されるほど一般的ではない。
マッカーシーは面白いことをいう 52)。かれによれば，参加手続にかんして組
合は，公式的なものより非公式的なものを選択する傾向があり，かりに参加機
構の設置が協約で合意されても，その機構自体は協約外の存在であり，たとえ
ば自動車産業の「相互成長フォラム」 (1982年）がそうである。 これにたいして
自動車（クライスラー）や航空（パン・アメリカン，イースタン，ウェスタン）などの取
締役会参加は，合同組織ではなく企業組織への公式参加であり，それだけにヨ
ーロッパの経験（西ドイツの監査役会参加は成功したが，イギリスの郵便公社理事会参
49) Robert B. Mckersie, "Union Involvement in Entrepreneurial Decisions of 
Business," in Challenges, p. 156. 
50) John T. Joyce, "Co-determination, Collecive Bargaining and Work Participa-
tion in the Construction Industry," in Challenges, p. 261. 
51) Mckersie, op. cit., pp. 156~157. 
52) Ibid., pp. 158~161. 
742 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動とその解釈（下の下）（小林） 951 
加は成功とはいえない）に学ぶべきであろう。自動車産業が，アイアコッカとフレ
イザーの信頼関係の上に取締役会への労働者参加を成功させ，その拡大を計っ
ているのにたいし， 60年代以降合同委員会や実験交渉協定をつうじて労使関係
の安定化をはかってきた鉄鋼産業が， それに消極的だったのは（ただし破産法適
用のウィー リング＝ヒ°ッツバー グ社は， 1985年その再建にさいして組合の取締役会参加を
認めた）53), その辺の事情を物語ると。
企業危機打開のための従業員株式所有制 (employeeownership)も，注目すべ
き動きではある。アメリカにおける協同理念の歴史は古いが， その後は AFL
の団体交渉方式が支配的となり， 1920年代から50年代にかけて26のベニア合板
協同組合が設立されたごときは，むしろ例外的な動きであったといえる。それ
だけに80年代の労働者所有制（航空各社，ラス食肉加工など）は， イデオロギーと
政策のなんらかの転換とみれないことはない。だがこれも一種のプラグマティ
ズムであって，譲歩がやむをえない場合に一定比率 (1982年のパン・アメリカン協
約では賃金譲歩5ドルにつき株価1ドル）で賃金と株式を交換することは，まさに
"trade-offs" (組合は「譲歩」という表現を好まない）そのものであり， それによ
って企業安定• 生産性向上・雇用拡大がもたらされるなら，ホワイトとプラシ
の指摘するように，それは確かに意味のあることであろう 54)。
⑧組合回避戦略。これは80年代固有の問題ではないが，補足の意味でしるし
53)観察〔5〕の2の(1)鉄鋼の1985年の部分をみよ。
54) W. F. Whyte & Joseph R. Blasi, "Employee Ownership and the Future of 
Unions" in The Annals, pp. 129~130, 131~132, 136~137. またホワイトは， 日
本に来た折の講演で従業員持ち株制度について事例をあげて分りやすく解説してい
る。 ウィリヤム ・F・ホワイト 「アメリカにおける労働者参加」（『日本労働協会雑
誌JNo. 285, 1982年12月）をみよ。なお 1982年パン・アメリカン航空協約の賃金譲
歩対株式の交換比率は， MonthlyLabor Reviewによれば5ドル対1ドルであるが，
ホワイトとプラシは3ドル対1ドルとしている。従業員持株制が閉鎖工場の買取りな
どの手段に使われだしたことは， 日本の新聞も早速伝えている（『朝日新聞」昭和57
年2月5日付）。
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ておく。いわゆる二而作戦(doublebreast strategy)にしても 55), あるいは直裁
的な南部移転にしても，結局は未組織領域における将来の組合組織化はこれを
回避しうるという確信が，その根底にある。いいかえれば，たとえそこで NL
RB選挙がおこなわれようとも，使用者が勝てる（交渉単位内の多数は組合を交渉
代表に選ばない）という確信である。周知のように， ニュー・ディール時代から
の組合攻勢にたいして経営側が反攻に転じたのは50年代であり，その門戸を開
いたのは， いうまでもなくタフト・ハートレー法であった。だが重要なこと
は，同法それ自体はかかる反攻の基礎を提供したにすぎず，その後の経営者攻
勢に実践上の手を貸したのは，全国労働関係委員会 (NLRB)の諸決定であった
ということである 56)。タ・ハ法によるワグナー法修正（報復・暴力• 利益誘導のお
それのない使用者の言論は自由）によって， 50年代の NLRBは，交渉代表選挙に
おける使用者の反組合的活動を容認する決定をつぎつぎとくだした57)。また交
渉単位の決定についても，ワグナー法は，当該交渉目的に適しているか否かを
その決定の判断基準としたのにたいし，タ・ハ法修正は，その判断にさいして
労働組合の組織範囲を重視すべきでないとした。そのためおなじく 50年代の
NLRBは，交渉単位決定の判断にさいし， 過去の団結促進的見地にかわって
使用者の組織管理的見地ないし地理的条件を重視するようになった58)。これに
加えてクラインとワンガーは，タ・ハ法後の経営者の労使関係上の行動につい
て，一般新聞・雑誌が事実の報道をつうじてこれを是認する（とくに見出しの効
果により）傾向のあったことを指摘する59)。要するに， 50年代以降組合回避の環
境整備がおこなわれてきたということであろう。
55)これについては島田睛雄『フリーランチはもう食えない」（日本評論社， 1984年）第
2章の 1が要領よく解説している。
56) Janice A. Klein & E. David Wanger, "The Legal Setting for the Emergence 
of the Union Avoidance Strategy," in Challenges, p. 75. 
57) Ibid., pp. 81~82. 
58) Ibid., pp. 83~86. 
59) Ibid., pp. 78~79. 
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だがもし組合回避に正道があるとすれば， それは反組合活動（合法・非合法を
問わない）ではなく，労働者に組合の必要性を認めさせない積極的労働関係であ
ろう 60)。具体的には，たとえば未組織労働者層に組合水準の賃金・諸給付を与
えることであろうが，バーマとコーカンのとりあげた一大コングロマリットの
例は，もっと総合的なものと考えられる。この企業は，今世紀初め自動車部品
の製造から出発し，一次大戦時には航空機部品の製造にのりだし， 30年代には
非組合的・従業員本位の哲学を唱え，労働組合の結成にさいしてはこれを無所
属・中立組織たらしめるのに成功し，宇宙開発と電子工業の発展にともなう急
成長の時期 (1958年以降）には，未組織企業の買収取得につとめ， 取得企業に既
存の国際組合が縄張りをもつ場合にはそれとの関係改善につとめ，結局は組合
の必要性を感じさせない「革新的な人的資源管理政策」を発展させてきたとい
うのである 61)。その政策内容とは，市場水準の賃金・諸給付，職務・賃金等級
の非細分化，小集団活動と参加，フレキシプルな人員配置にあるという 62)。バ
ーマとコーカンの 2人は結論的に，この企業の場合，企業内非組合セクターが
広範囲に維持されてきたのは，直接的な組合抑圧によるというよりは前記の人
事管理テクニックの成果というべきであって，組合・非組合間の労働慣行の差
は，一般に信じられているほど大きいものでないという 63)。だが上記の人的資
源管理政策がどれほど新しいというのであろう。 80年代の譲歩の時代の空気の
なかに，かかる政策イデオロギーの混在していることは否定しないが，もしそ
れを新しい時代の前触れと考えるとしたら，いささか独断にすぎるおそれがあ
ろう。
60) Freeman, op. cit., p. 52. 
61) Anil Verma & Thomas A. Kochan, "The Growth and Nature of the Non-
union Sector within a Firm," in Challenges, pp. 90~91, 92, 93. 
62) Ibid., p. 112. 
63) Ibid., p. 113. 
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5. 労働側の対応
観察〔2〕および〔 5〕の 2にしるした譲歩協約の内容は，それ自体が経営側の
譲歩要求とそれにたいする組合の対応の結果であるが，ここにいう労働側の対
応とは，もっと広い意味での労働運動全体の基本的な時代的対応をさす。
アラン・キストラーは，未組織分野の労働者とても労働者の諸権利に関心を
もち，組合を支持する感情は強いのだが， 多くの障害 (NLRB無視を含めた使用
者の反組合活動，経営コンサルタントの利用，巧妙な人事管理など）のためにその関心
と感情が団結に転化しえていないのであって，その障害除去のためには立法が
必要だという 64)。キストラーの最初の論点については，組織化性向の性による
有意差はないが，たとえば事務・専門技術職従事者の組合選好は低いというフ
ァーバーの計量分析もあることとて65), そのかぎりの限定は必要であろうが，
組織化の障害という論点については，労働組合の当事者自身が痛感してきたと
ころであった。 したがって AFL-CIOに代表される労働界は，それなりの対
応をしてきている。
その第 1は， 1981年 9月の政治的デモンストレーションであろう 66)。 8月の
AFL-CIO一般委員会は， レーガン政権の誕生以来わずか7カ月間に均衡予
算の名の下に，過去半世紀間の成果である社会的諸プログラムが葬り去られよ
うとしている事実に照らし， 9月19日の「連帯 (Solidarity)の日」のワシント
ン結集を決議したのだが67), その連帯の日のカークランドの演説は， 80年代初
64) Alan Kistler, "Union Organizing: New Challenges and Prospects," in The 
Annals, pp. 96, 107. 
65) Farber, op. cit., pp. 23~32. なお註 38)をみよ。
66)バーバッシュによれば， これは， 1980年大統領選挙に際して組合員世帯の 45%は
AFL-CIOのカーター支持方針を拒否したというレーガンの嘲りにたいして， AFL-
CIOの力を誇示するためのものであった (Barbash,op. cit., in The Annals, p. 
20)。
67) American Federationist, August 1981, p. 1. その席上カークランドは，社会フ゜ロ
グラム削減にたいする AFL-CIOの反対など意に介さないといったと伝えられるレ
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の労働界の気持をよくしめす。それによれば，今日の連帯はスタートにすぎ
ず，連帯は今日だけのものでなく，ボーランドの仲間のしめしたように人間精
神の資質である。 ここにわれわれは， 人道的かつ公正なアメリカ国民の命令
(mandate)をうちたてるべきであって， その命令とはゴンパーズの意を体し，
「より多くの学校とより少ない刑務所，より多くの書物とより少ない兵器庫，
より多くの学問とより少ない悪徳，より多くの勤労とより少ない犯罪，より多
くの余暇とより少ない貪欲，より多くの正義とより少ない復讐」を求めしめる
ものだという 68)。アメリカ民主々義の道標として歴史に残るものだというラス
ティンの評価はともあれ69), この時点ではそれは，将来に大なる期待を抱かせ
る AFL-CIOの対応であったとはいえよう。
その第2は，その後の具体的な対応である。）レディ・オズワルドは，アメリ
力労働組合の伝統的アプローチが団体交渉と投票箱（政治活動）にある点に注目
し，ボーランド労働者の「連帯」の影響にもふれながら，交渉テープルと投票
箱とのかみ合わせを描く。たとえば，①職務保障は，譲歩の時代の主要目標で
あるだけに政治（経済成長・完全雇用・産業政策など）による交渉テーブルの下支え
が必要であり， かくして AFL-CIOはレーガンの経済政策に反対し，公共事
業・雇用創出プログラムを唱えてきている。③賃金・ 税・所得分配における公
正さは，リセション下とくに求められるところであって，レーガンの租税政策や
ーガンの発言をとりあげ，挑戦してきたのはホワイト・ハウスだとのべている (ibid.,
pp. 2~3)。なおレーガンの姿勢については観察〔5〕の6をみよ。またこの時期の動
きは， 日本の新聞も多くを伝えた。たとえば組織率低下と生産性問題を論じた「日本
経済新聞』（昭和56年2月2日付），管制官や郵便のみならず民間労働組合も冬の時代
に入ったことを伝えた「朝日新聞」（昭和56年9月10日付），労働界とレーガンとの対
決を論じ，連帯の日，デービス・ベーコン法修正の動き，安全衛生の規制緩和を報じ
た「日本経済新聞」（昭和56年9月14日付），「連帯の日」のデモを伝えた『朝日新聞J
（昭和56年9月21日および22日付）， AFL-CIOの100周年大会とカークランドのレー
ガン攻撃を報じた「H本経済新聞」（昭和56年11月22日付）など。
68) American Federationist, October 1981, pp. 1~2. 
69) American Federationist, October 1981, p. 3. 
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福祉予算削減にたいして，強力な反対運動が続けられてきている。③事業所閉
鎖は，労働組合にたいする最大の挑戦であるから，その対策立法（事業所閉鎖を
助長する税制の廃止，閉鎖の事前通告，解雇者の所得保障と再訓練，失業地域への産業誘
致）が唱えられた。④貿易・産業政策については， レーガンの金融引締め・高
金利政策が輸出を阻み輸入を助長し，その結果輸入増加を理由とする失業者へ
の調整援助（通商拡大法による）を事実上払拭し去ったとの認識にたち，労働組合
界は，調整援助の確立をふくめた立法対策を求めるとともに，経済活性化のた
めの再産業化委員会（政労使三者構成）設置をふくめた経済・社会構造の再構築を
提案した。⑥健康• 福祉については，医療保障費用の爆発的増加による制度の
危機がまず注目をあび，他面では労働安全衛生法の適用が，レーガン政権下に
骨抜き状態にあることが指摘されてきており，前者については医療給付受給資
格の厳格化をふくめた制度の合理化対策（たとえば1985年のゼネラル・エレクトリ
ック協約）が，後者については交渉手続・苦情手続による事態改善の努力が，そ
れぞれに企業レベルでおこなわれてきている70)。
その第 3は，なによりも基本となる組織の強化策であろう。この点で特筆す
べきは AFL-CIOの若返り計画であって，それは， AFL-CIO結成30周年に
あたる1985年の 2月，その 2年半前に発足していた「労働の変貌にかんする委
員会」が，時代の変化にたいする対応について報告をしたものである。その内
容は要約すれば， 新しいアプローチ（交渉単位外の労働者への働きかけ，運動の統
合，電子通信メディアの活用，かつての組織化委員会方式の再活用）の採択，組合員自
身の組合参加，広報活動の改善，実際の組織活動（オーガナイザーの選定・訓練な
ど）の改善，労働運動の構造改善（組合合同など），というものである。そしてそ
70) Rudy Oswald, "New Directions for American Unionism," in The Annals. 
pp. 141~146. ただし 1985年のゼネラル・エレクトリック協約については，観察〔5〕
の2の(4)電機の当該部分をみよ。なお以上のうち産業政策については， 日本の大なる
関心事でもあったので，昭和58年8月29日付の「日本経済新聞』は「産業政策の蒋入
叫ぶ米労組」との見出しで， UAWゃ AFL-CIOが産業政策を提唱もしくは最重要
諮題としたことを詳しく報じている。
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の具体的方策として提案されたのは，「ワン・オン・ワン」 "Oneon One"計
画（ローカル組合役員と一般組合員との接触強化），組合スポークスマンの増員（ボラ
ンテイヤー1,000人の採用）， 準組合員 "associatemember"制度の確立（協約外
の労働者にたいする生命保険やクレジット・カードなどの便益供与）などである 71)。か
かる AFL-CIOの動きについての評価は将来の問題であろうが， かかる動き
のでてきたこと自体は， 意欲の表われとして歓迎すべきであると同時に，「連
帯の日」以降の労働運動をとりまく状況が一向に好転しそうもないという現実
の表われともいえる。
なお前記の AFL-CIO調査委員会もふれた組合合同は， AFL-CIO自体が
合同の所産でもあり， AFL-CIOの成立以来すでに数多くおこなわれてきてい
る。その件数は86件（ただし1984年6月まで）であるが，とくに 1968年~72年につ
いて19件， 1979年~84年について30件のごと<'時代によって波のあるのが特
徴的である72)。ただしかかる合同の動きとは逆に， 1985年の UAWカナダ組
合員の独立組合結成により UAWがその勢力を 10形減じたことは，一寸した
運命の皮肉であろう。両国間の経済関係の変化とそれによる交渉目標の食違い
が分裂の原因といわれるが， 現在のところは， UAWも脱退派もそれを友好
的な動きと称しており，表面上はそれほど深刻なものとは受けとめられていな
71) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 14~15. この委員会報告害は，『日本
労働協会雑誌」の第317号および第318号 (1985年10月号および1月号）に，「変化す
る労働者と労働組合の状況一~（上
・下）」として邦訳掲載されている。 同委員会の第 1次報告trは， おなじく同雑誌の
第297号 (1984年1月号）に訳出されている。 なお報告沓のいう具体策のうちのクレ
ジット・カードについては，『朝日新聞」夕刊（昭和61年7月2日）が，「カード業界
に米の労組参入」との見出しで， AFL-CIO保証の「マスター・カード」が他より安
い金利で発行されることになったと伝えている。
72) 「日本労働協会雑誌」（第309号， 1985年2月号）の「海外労働事情」 (62~63ペー ジ）
をみよ。組合合同が，少数化，強大化，多様化のトレンドをしめすことは当然であろ
う(Oswald,"op. cit., p. 147)。なお昭和59年6月27日の「日本経済新聞」は，「米労
組，組合員減少で財政難，組織強化へ合併促進」との見出しで報道している。
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し、73)
゜
その第4は，政治活動の有効化であろう。使用者の反組合活動を許している
現行法制（勤労権法，タフト・ハートレー法その他）の打破を求めた70年代末の AF
L-CIOの労働法改革運動は， その期待に反して結局は失敗に終った。 これに
はいろいろな解釈が可能であろう。チャールズ・レームズによると，①労働ロ
ビーイングは，純粋に労働固有の利益問題については推進しがたく（前記の労働
法改革の失敗はその例）， 環境・消費・市民諸団体や黒人団体との連繋プレーが
うまく働くときには，それなりの成功の可能性がある（公民権法成立はその例）。
③政治資金は，直接にではなく政治活動委員会(PAC)をつうじて，特定候補
者に提供することが法的に認められているが，企業・経済団体の設立した PA
C数やその政治資金拠出額は， とても労働組合の及ぶところではない。また
組合の拠出する政治資金のほとんど(1982年の場合94形）は民主党に流れるにして
も，民主党からすれば，提供をうけた政治資金のうち直接・間接に労働拠出と
いえるものは，その約半分だという。③選挙活動の組織化については，タ・ハ
法や州勤労権法の通過阻止の失敗にたいする反省から，労働組合はつとに，組
合員・家族の啓蒙，有権者登録の徹底， 選挙諸活動の強化（資金・日常活動・運
動テクニック面における）につとめ， AFL-CIOの政治教育委員会(COPE)もそれ
を担い， それなりの成功を収めてきている (1982年の若干の州の民主党知事の当選
など）。④労働票なる固定票ははたして存在するか，また労働組合は労働票を支
配しうるかについては，労働組合の政治活動にたいする組合員の態度調査（支持
％，反対％，無関心¼)や組合員による組合支持候補の無視の前例(1940年の組合支
73) Monthly Labor Review, January 1986, p. 15. なおこの辺の事情について「日本
経済新聞」（昭和59年12月24日）は， 同年10月のGMカナダ社との協約改定交渉にさ
いして， UAWカナダ支部のホワイト氏が雇用優先の UAW方式を拒否し，年度別
の具体的な賃上げ明記の協約をかちとったため， UAW会長ビーバー氏と対立する
にいたったことが， 直接の契機となったと伝えているが， その背兼には， UAW方
式の強制と米国を下回る賃金， 両国の経済環境の違いなどのあることを解説してい
る。
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持候補ウィルキー の落選， 1950年の組合反対候補タフトの当選など）よりして議論のあ
るところだが，結論的にいえば，労働票なるものの存在とその民主党勝利にた
いする寄与は疑わしいという 74)。
最後にその第 5として指摘されるべきは，組合指導者の型の変化であろう。
これは，組合の積極的対応というよりは時代の流れ（自然の成り行き）というべき
であろうが，いずれにせよ無視できない動きである。シュワルツとホイマンの
2人は，組合会長職にいたる現行）レートの 3つの型として，①伝統的な底辺か
らの昇進，③組合官僚機構内からの昇進，⑧外部の専門自由職からの転身をあ
げ，その例として①についてはほとんどの旧指導者たち，RについてはAFL-
CIOのレーン・カークランド， ③については UMWのリチャード・トルム
力をあげる。ただし特定組合の会長選出が常にひとつの型に属するわけではな
ぃ。たとえば UMWの場合，歴代会長（ジョン・ルイス→トム・ケネディ→W・A・
ボイル→アーノルド・ミラー→サム・チャーチ→トルムカ）のうち 1代目は型①， 5 
代目が型③， 6代目が型⑧に属する。トルムカは，組合員数の激減という厳し
い状況下に政府・経営者と渡り合える専門家（法律家）として選ばれたものであ
る。これと対照的に UAWでは， ウォルター・ルーサー→レオナード・ウッ
ドコック→ダグラス・フレイザ→オーエン・ビーバーという歴代会長のいずれ
も，底辺組合員→組合役員（官僚）→会長の道をたどり， いわば型③に属する。
AFL-CIOの場合は， ショージ・ミーニーを型①とすれば， カークランドは
明らかに型②に属している75)。
要するに組合会長の就任者が，カリスマ的な一般組合員出身者よりも専従の
組合役員出身者に変る傾向がでてきたということであって，その理由としてシ
ュワルツとホイマンは，法律その他のテクノクラット的専門知識と巨大組織の
管理能力が，労働組合の会長職にますます求められるようになったことを強調
74) Rehmus, op. cit., pp. 41~47. 
75) A. R. Schwarz & M. M. Hoyman, "The Changing of the Guard: The New 
American Labor Leader," in The Annals, pp. 65~66, 67~69. 
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しているのである76)。
6. 公共部門における動き
以上80年代の民間部門における動きをかなり詳細にみてきたが，まだ残され
ているのが，公共部門における動きの検討である。 60年代における公共部門組
合運動の発展は，民間部門組合運動の衰退をカバーするものと期待され，また
その故にバーバッシュは，アメリカ組合運動の「再生」をそこにみようとした
わけだが，その後の動きを冷静にみると，バーバッシュのいう「再生」の足ど
りは，それほど確かなものではない。その点を検討する前に，いままでの順序
にしたがって事実関係の簡単な記述から始めよう。
1981年 1月にレーガン政権が誕生するや，大統領がいかに従来の流れを変え
ょうとしたかは，その年の以下の動き（ただし労働関係のみ）をみればわかる。
•デービス・ベーコン法の修正計画。同法は，連邦建設事業の雇用労働者にたいする賃金
決定権限を労働省に与えたものだが，その修正提案の内容は，当該連邦事業の職種賃率
をその地域の同職労働者の少なくとも50形のものが得ている賃率（現行は30彩）とし，
職人5人にたいして1人の割合で助手の雇用を認め，かつ請負業者の政府にたいする報
告義務事項を簡略化させようというもの。ドノバン労働長官は，これによる大幅コスト
・ダウンの可能性を強調する。
•連邦業務委託請負法 (Service Contract Act)の修正計画。 同法は， 連邦にサービス
を提供する委託請負業者の雇用賃金を連邦最低賃金もしくは当該職種の通常の地域賃金
のいずれか高い方を支払わせるもの。その修正提案は，多くの請負契約（調査・事務機
器の修理保全• その他）について同法の適用除外を認めるもの。
•労働安全衛生局の動き。大統領は，連邦法規適用にかんする費用便益分析を命じ，これ
にしたがって労働安全衛生局は，綿埃規制基準の再検討，不要ルールの撤廃，安全管理
優良企業の労使による局監督代行計画にのりだすとともに，新騒音基準をきめ，かつ同
局監督官に立ち合う労働者の時間給与保障ルールを撤廃する。
•雇用差別規制の緩和提案。労働省は，連邦請負事業にかかわる差別規制の緩和を提案す
る。その内容は，従業員数250人末満かつ請負高100万ドル未満の企業について婦人・少
76) Ibid., pp. 64, 66, 74. 
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数人種雇用計画の書面提出義務を免じ（現行は50人未満， 5万ドル未満），婦人・少数
人種の一定雇用達成のための職務設定目標を免じ， 従業員250~499人の企業の提出す
る「積極的行動」計画は略式でよいこととし， 100万ドル以上の受注予定企業の事前審
査を廃し，建設請負業者に求められる積極的行動の程度を軽減し，かつその適用を大手
業者に限るなどというもの77)。
以上の動きにしめされるレーガンの「小さな政府」的姿勢は，その後も生き
つづけることになるが， それを郵便， 連邦， 州・地方自治体の各分野につい
て，具体的に主なものを列挙してみる。
(1) 郵便
1984年連邦郵便公社と 4組合の交渉は4月に始まり，公社は，郵便労働者の平均年間
給与は23,031ドル（諸給付込みで27,920ドル）であって民間同等職務の給与を
10~25形上回るとの理由で，賃金カットを要求する。その後公社は， 3カ年協
約（給与凍結，新規採用者の低給与，生計費調整の抑制，その他）を提案し，
協約改定交渉が続く。公社は，現協約満了日の7月20日， 新規採用者給与の
20彩以上カットを8月4日から実施すると一方的に声明。その実施直前に連邦
議会は，そのカット禁止を立法化。だが当事者間の自主妥結は実現せず， 1970
年郵便再編法の仲裁手続が始めて大々的に適用される78)。
1985年前年12月および本年1月に仲裁々定がでる。その内容は，郵便労働者の給与は
民間産業の同等労働者のそれを上回っているが，その是正は長期の「適正な抑
制」によることとし，今後3カ年は各年2.7形の賃上げと自働生計費調整の存
続を認め，職務等級間格差の縮小を是正するため定額方式よりは定率方式によ
って賃上げをおこない，昇給ステップの幅に変化をもたせ，さらに有給休日の
1日追加（計10日）などを定めるもの79)。
(2) 連邦
1982年連邦年金給付の自働生計費調整については，その実施時期に62歳以上で退職す
るものにかぎり満額調整とし， 62歳末満のものは半額調整とする（従来はすべ
ての退職者が満額調整をうけた）。生計費調整の実施時期は従来の3月に代り，
77) Monthly Labor Review, January 1982, pp. 27~28. 
78) Monthly Labor Review, January 1985, p. 1. 
79) Monthly Labor Review, January 1986, p. 12. 
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1983年4月， 1984年5月， 1985年6月とする。
すべての連邦雇用者（現業・軍関係をふくむ）は 4形の賃上げを， さらに
連邦航空局職員（空港管制官，技術者など）は 5~6形の追加賃上げをうけ
る80)。
1983年年初レーガン大統領は， 10月1日より当該会計年度中の連邦ホワイト・カラー
職員の給与凍結を唱えるが，大統領の給与委員会 ("payagent")が，労働統
計局調査により民間との均衡達成には21.5彩の給与改定が必要である旨報告し
たため， 1970年連邦給与比較法の権限により 3.5形賃上げ（ただし翌年1月ま
で実施延期）を提案し，議会はこれを認める。連邦ブルー・カラー職員は1984
会計年度中に3.5%,軍関係者は1984年1月に4%の賃上げを与えられる81)。
1984年 8月大統領給与委員会は，民間との給与パリティ実現には連邦ホワイト・カラ
ー職員の 18.2彩の給与引上げが必要であると報告し，大統領は， 3.5%の給与
改定と1985年1月までのその実施延期を決定する。ブルー・カラー職員も次会
計年度中に同等の，また軍関係者は1985年1月に4%の賃上げをうける予定。
この年おそく連邦議会は， 1月に遡る 0.5彩の前年給与改定の上積みを立法
化する82)。
1985年 1月連邦ホワイト・カラー職員は前年の決定により 3.5彩の賃上げを，また軍
関係者はホワイト・カラー準拠立法により前年決定の4%にかわる 3.5彩の賃
上げを，さらに9月に終る会計年度中にブルー・カラー職員は前年決定の 3.5
％の賃上げを，それぞれ受ける。
大統領は， 2月の予算教書で翌86年1月の5彩給与カットと退職制度の費用
削減を求める。大統領給与委員会は，民間とのパリティ実現には連邦ホワイト
・カラー職員の19.1彩の給与引上げが必要であると報告する。だが大統領はそ
の権限において賃金凍結を決定したため，連邦給与比較法による給与改定は，
1986年10月までおこなわれないこととなる83)0
(3) 州・地方自治体
1982年州・地方自治体の財政難は加速化し，当会計年度の財政赤字総額は 1,348億ド
BO) Monthly Labor Review, January 1983, pp. 36~37. 
81) Monthly Labor Review, January 1984, p. 40. 
82) Monthly Labor Review, January 1985, p. 11. 
83) Monthly Labor Review, January 1986, p. 12. 
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ルに達し，州・地方自治体の雇用総数は戦後始めて低下をしめすも（前年の
1,330万人から 1,310万人へ），給与総額は州について47億ドル (8.9彩），地方
自治体について113億ドル (8.1彩）増加する。賃金・諸給付カットの例は少な
いが，州・自治体の総平均の賃金引上げ率は4.4形（前年は5.0彩），諸給付を
含めた労働報酬引上げ率は4.6彩（前年は5.6彩）に低下84)。
1983年賃金・諸給付カットの例はほとんどないが，その引上げ率は前年を下回り，賃
金について3.0%,諸給付を含めた労働報酬については3.2彩であった85¥
1984年 この年の州・自治体の給与・諸給付改定は前年を上回り，賃金について3.4%,
諸給付を含めた労働報酬について3.5彩であった86)0 
1985年賃金および諸給付を含めた労働報酬の引上げ率は前年と基本的におなじであ
り，それぞれ3.5彩と3.4%であった87)0
以上の郵便・連邦・州・地方自治体といった公共部門パートにおける動きを
みると， 80年代のレーガン政権下における公共部門の労使関係環境の厳しさを
推しはかることができる。ただしそれなりの給与引上げ改定は実施されている
のであるから，それが，バーバッシュのいう積極交渉でも強硬交渉でもないこ
とは自明であり，また雇用減少をともなうかぎりでは通常交渉でもなく，要す
るにバーバッシュのいう公共部門交渉そのものということになろう。
ところでまず吟味されるべきは， 60年代の公共部門の組合の爆発的成長が，
バーバッシュのいう「再生」の足がかりとして， その後も民間部門の組合の
衰退をカバーしてきたか否かであろう。 ジェームズ・スターンは． 組合員数
（交渉参加者数ではない）にかんするかぎりそのカバーはできていないという。た
とえば1972年と1980年についてみると．民間部門・公共部門ともに組合員数は
増加しているが，雇用増加はそれを上回り，そのため組織率はともに低下して
いる（民間部門は29.4%から24.7形へ，州は40.7彩から40.5彩へ，地方自治体は53.5%か
ら51.9彩へ，連邦は1980年について24.7彩）。ただし州・地方自治体レベルの組合員
84) Monthly Labor Review, January 1983, p. 37. 
85) Monthly Labor Re成ew,January 1984, pp. 40~41. 
86) Monthly Labor Review, January 1985, pp. 11~12. 
87) Monthly Labor Review, January 1986, pp. 12~13. 
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には，ロビーイング活動はしても交渉・ 協約締結をおこなわない職員団体のメ
ンバーが含まれる故，その組織率の高い数字の解釈には注意を要する。州・地
方自治体職員全体の協約適用率は1980年32.1%C州・自治体のいずれの組織率をも
下回る）なのだが， 1975年の 265'!るよりは上昇しているため，公共部門の交渉は
当然拡大したとの印象を生む。なお50人未満の政府単位では交渉はおこなわれ
ず， したがって協約適用率32.1%を構成するのは， 50人以上の政府単位（単位
総数8万のうちの20彩）だというBB)。
以上のスターンの判断に立てば，公共部門における団体交渉は拡大しつつあ
るが，民間組織率の低下を相殺するほどの公共労働組合員数の増加はなかった
ということになる。そこでつぎの問題は，公共部門の主要バートにおける労働
組合の動きをみることであろう。
①郵便。全米郵便労働者組合 (APWU)や全国配達夫組合 (NALC)その他で，
郵便公務員60万人の約90%(「驚くべき88彩」）を代表する。スターンは，その完全
に近い高組織率，外部（民間企業）からの競争，過去20年の賃金・諸給付水準，
民間的感覚の組合リーダーの存在などの点で，郵便諸組合の直面する状況は，
UAWゃuswのそれに近く，パクーン設定的機能は放棄を余儀なくされて
いるというB9)。だが観察〔 1〕の 1および前記の記載事実にしるされた仲裁々定
からみるかぎりでは，それほどの深刻さはないようである。
②連邦。全米連邦職員同盟(AFGE)が代表的存在であり，組合員数は 70万，
協約適用者数は65万をこえるというが，それにひきかえ組合費完納者数は22万
5, 000(1981年）にすぎないといった問題はのこる。交渉事項の範囲は狭く，賃金
・年金・組合保障・行政サービス問題などはそれから省かれ，交渉および苦情
・仲裁事項は，賃金以外の労働諸条件にかぎられる。賃金は，前記の記載事実
のしめすごとく政府レベルの決定による。ただし1981年の航空管制官の賃金交
88) James L. Stern, "A Look Ahead at Public Employee Unionism,''in The 
Annals, pp. 166~167. 
89) Ibid., pp. 167~168. 
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渉が成立していたならば，交渉事項の範囲拡大の前例となりえた可能性はあろ
ぅ90)。
⑧州・地方自治体。民間組合（サービス労働者国際組合 SEIU,チームスター組合
など）による例外的組織化をのぞけば，この部門を代表するのは，全米州・郡・
市職員同盟 (AFSCME)である。その規模はuswゃ UAW並みであるが，
その機構は，かかる民間両組合が集権的であるのとは対照的に分権的であり，
本部が地方の決定に直接介入することは稀である。またその縄張り内の労働者
は，黒人，婦人，低賃金職務者の比率が高いため，その組織活動は，通常の男
子プルー・カラー組合に比べて困難だとはいえる91)0 
公共部門のひとつの特徴は，管理者が民間経営者ほど行動的でも反組合的で
もないことであろう。そのため交渉代表選挙は民間の場合ほど重大視されず，
さらに選挙の投票率も低いため，たとえ組合が投票過半数をえても，交渉単位
の少数を代表するにすぎない場合が多い。たとえば AFSCMEは， 5,109票で
23,199人の交渉単位の代表権を (1981年フロリダの場合），また 5,975票で 19,352
人の交渉単位の代表権を(1983年カリフォルニア大学の場合），それぞれ獲得したと
いう 92)。
それはともあれ前記の記載事実のしめすように，州・地方自治体職員の賃金
・諸給付は，率こそ前年を下回ることがあるにせよ引上げられているのである
から，州・地方自治体識員が組合加入ないしは組合費相当額の支払いに消極的
なのは，そのかぎり自然であろう。 AFSCMEは，組織化の推進が困難であれ
ばせめてフリー・ライダーを防ごうとの配慮から，エイジェンシー・ショップ
(agency shop)立法の制定をもとめてきた。ユニオン・ショップよりは許容し
やすいこともあり，多くの州 (1983年約20)でエイジェンシー・ショップ立法が
制定されたが，それを強制する立法は稀（ハワイ）であり，ほとんどはその設定
90) Ibid., pp. 168~169. 
91) Ibid., pp. 171~172. 
92) Ibid., pp. 172~173. 
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を当事者間交渉にゆだねるものだという 93)。
エイジェンシー・ショップとならぶ州・地方自治体部門の特徴は，その利益
仲裁(interestarbitration)志向にある。公共部門（とくに非現業）の場合，ストラ
ィキによって所得損失を蒙らないばかりか賃金費用は節約でき，管理者が妥結
への圧力をうけることがないため，組合は，最終的には仲裁手続を選ぶ傾向が
ある。それに市民は，公共部門管理者がストライキと対決することを以前のよ
うに批判するどころか，逆に求めるようになったという94)。かかる市民の態度
も仲裁を助長したであろう。
④教員。前記の記載事実にはあげなかったが，教員の組合運動に一言してお
く必要がある。 1960年代の教員交渉の爆発については，観察〔 1〕の 1ですでに
みたところだが，それは， 80年代には北部のほとんどの大・中都市および南部
の一部大都市に浸透したという。だが注目すべきは大学の組織化であって，
1980年までに31州が，州立大学教員の一部またはすべてについて団体交渉を法
制化し， 3組合（全国教育協会ENA,全米教員同盟AFT,全米大学教授協会AAUP)
が，組織可能大学教員50万の％について代表権をえたという。組織化の波は，
2年制カレッジ， 4年制カレッジ， 4年制総合大学という順序で押し寄せた。
なお有名大学の教授間には交渉参加への動きはみられないが，カリフォルニア
大学の交渉代表選挙の結果によれば，交渉代表権の組合付与を支持する教授数
は，かなりの大きさであったという 95)。
以上を要するにアメリカの公共部門の組合運動は，組織率こそ低下したもの
93) Ibid., p. 173. 
94) Ibid., pp. 173~174. 
95) Ibid., pp. 169~170. かつてジョン・T・ダンロップは労働団体と知的コミュニティ
との緊張関係を危惧し，左派知識人のロマンチックな労働者槻を批判し，知識人は労
働組合についてナイーブな見方をやめなければならないと論じたが，それは克服され
つつあるということであろう。なおダンロップについては， JohnT. Dunlop, "The 
Bargaining Table," in The U. S. Departm訊tof Labor Bicentennial History 
of the Ameriean Worker, 1976, p. 272. 
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の組織率そのものは高く，協約適用率は上昇しており，譲歩時代をふくめてまず
まずの活動をしてきたといえよう。だが民間部門の組織率低下のカバーを公共
部門に期待するには，まだまだ不充分（いやそもそも無理）ということであろうか。
lX. 懐疑と期待ー一ひとつの展望
1. MIT会議と政治社会科学会紀要
さて観察〔 1〕～〔5〕をふくめた I~囁にわたり， 1960年代から現在にいたる
アメリカの労働組合運動の流れを追ってきたが，最後の課題は，とくに80年代
の譲歩という深刻な時代的状況をふまえて，今後の運動の形態と方向をどう予
見するかということであろう。すくなくとも70年代までの歴史は，過去の未来
への投影という図式を大きく逸脱するものではなかったが，譲歩の時代の出現
は，その図式を否定しかねないとも考えられたから， 将来の予見をめぐって
「新段階説」と「回帰説」とが対立したことは96), 当然にすぎたといえよう。
それだけに議論は白熱化し，関連する論文も数多く，それを網羅しきることは
おそらく不可能であろう。だが幸いなことに 2つの論文集があり，そのいずれ
も論じられるぺきテーマについての代表的論文を収めているので，それらを検
討することによって，新段階説を志向していると解される諸説の概要を摘出す
ることは可能であろう。またわれわれの将来展望を描くにあたっても，その程
度の諸説検討で事足りるのではないかと思われる。
いまのべた 2つの論文集とは，ひとつはトーマス・コーカン編『アメリカ労
働運動の直面する挑戦と選択」であり，いまひとつは『アメリカ政治社会科学
会紀要」（第473巻， 1984年5月）である97)。後者は， Jレイス・ファーマンが編者
96)この点の簡単な指摘は， たとえば島田睛雄氏の前掲書155~158ペー ジ， また秋元樹
「我々は今どこにいるのか？ー UAW を中心に一」（社会政策学会年報• 第29集
「先進国における労働運動」御茶の水書房） 102~104ページなどにみられる。
97)この 2冊の書物に収められた論文の多くは，すでに引用されているので，その書物の
タイトルも紹介ずみである。註2)および10)をみよ。
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968 闊西大學『純清論集』第36巻第2・3・4号 (1986年1月）
となって「アメリカ労働組合運動の将来」という共通論題のもとに16篇の論文
を収録したものであり，その性格は，前記学会の紀要という点から充分に理解
できよう。これにたいして前者には若干の説明が必要であって，これは， 1983
年 6月マサチュセッツ工科大学(MIT)のエンディコット会議センターに労働組
合幹部34人，研究者23人が集まり，スローン財団の援助のもとに 3年間にわた
っておこなわれてきた「過渡期のアメリカ労使関係」にかんする調査研究の成
果をとりあげ，それを討議しあったものの記録である。 7つのセションにたい
して各セションにつき 2篇の報告（ただし最終セションのみ1報告なので，報告総数
は13)が提出され， それをめぐって労働組合幹部を中心に討論がおこなわれた
が，報告もさることながら読んで面白いのは，その討論の記録である。
政治社会科学会紀要（以下これを学会紀要と略す）の16論文は，アメリカ労働運
動の将来にかんして新段階説をとると解されるものもあれば回帰説をとるもの
もあり， 文字どおりさまざまな立場の総出演といってよい。 これにたいして
MIT会議報告は，新段階説を明言しこそしないが， その可能性を否定しない
（すくなくとも過去からの延長線への回帰は考えられない）という立場が，その基調を
なしている。それだけに MIT会議報告を検討することは，われわれの将来展
望の如何を決定するということになろう。その会議報告のかなりのものは，観
察〔 5〕のなかですでに紹介したところであるが，ここであらためて同報告の全
容をしめしておきたい。ただし同会議報告書は大部(345ベージ）なので，各報告
と討論のポイントだけを記し，一覧表にまとめた。乱暴な方法ではあるが，報
告と討議の全体像をつかむには，やむをえないこととして許されよう。もちろ
んボイントの記述に執筆者の主観がはいることは避けえないが， それが報告
と討論の全記録を完読した結果であることは，いうまでもない。なお学会紀要
についても，便宜上おなじく各論文内容のポイントを記した一覧表を掲げてお
く。
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n. アメリカ政治社会科学会紀要（第4?3巻）内容一覧
著者・論文名
Jack Barbash 
）レーズペルトからレー
ガンまでの労働組合運
動
Markley Roberts 
アメリカ組合連動の将
来の人口統計学
D. A. Fraser 
D. B. McLaughlin 
団体交渉ー今後の20年
C. M. Rehmus 
80年代の労働と政治
E. M. Kassalow 
アメリカ組合運勁の将
来一国際比校より一
Schwarz & 
Hoyman 
労働守設者の変化
一新労母リーダー一
C11tcher-
Gershenfeld 
アメリカ地域社会にお
ける労使協力
Hy Kornbluh 
職坦の民主主義とQW
L 
Alan Kistler 
組合組織化一新たな挑
戦と見通し
T. J. St. Antoine 
職場における労働権の
概念変化
Levitan & Johnson 
琺場の変化
論文内容
• 30~40年代に対組合交渉の確立， 50年代に経営の立直り， 60年代に公共部門の組合
爆発， 70年代は所得政策， 80年代は組合衰退 • レーガン時代の動きは過去の流れの
帰結 ●構造変化がその原因である故，労使関係のディメンションは変ろう
I . 人口と労価力の成長鈍化→技術進歩→失業の可能性 ・ペビー・プーム世代の中年
到逹 •黒人，少数人種，女性，ホワイト・カラー，サービス菜，サンペルト地帯，
非都市部に組織化進展 •テクノロジーによる労働力の二阿化 ・社会の不安定化
•組合の役割は緊要かつ挑戦的となる
•われわれの立場は中間的 ・2歩前進1歩後退といったところ（進化であって革命
ならず） •具体的変化として職務保隙の強識の増大，組合合同の増大と組合管轄
の拡大（交渉の分権化），組合の経営パートナー化，政府・法廷との関わり増大など
•長期的に労働票の力増大の可能性（失業の継続，民主党支持，労働党の可能性）あり
•他面労働票の力低下の可能性（ホワイト・カラー化，共和党支持者の存在，南部へ
の屈用移動）もあり •結論はまったく不明（労働紐合による民主党支配がなるや？
逆に少数者ロビーとなるや？）
• アメリカの組合は，ヨーロッパほど社会に受容されていず 0 アメリカの組織率低
けれど，絶対数は大の故，国際的発言権は大 ・ヨーロッパは産別協約の故，非組合
企業の競争や屈主の反対はなく，また非筋肉部門の組殺化にも布利 ●低成長期のア
メリカ・システムはヨーロッパほど有利ならず •労低者参加は，欧米の差違が拡大
（米は反対） •時短は，米には欧州ほどの関心なし •経済成長の回復こそが第 1
• 30年代の組合の敵は屈主にて，伝説的組合リーダーも生れる • 90年代の敵は，外
国からの競争，敵対的政府，コンサルタント企業にして，組合リーダーはそれに対応
できなければならない • カリスマ的組合只よりは紐合役旦が会長となるコースが普
通となろう
•地域労使委且会 (ALMC) は，地域における組合の存在を麻める ・地域の労使を
助けるフォラムともなる •全国的な産業政策のエレメントとしても機能しよう • 
今後益々重要となろう
I • 使用者が参加に関心をもつは，①生産性・ 品烈の向上，②外国の競争への対応など
の故，それが参加による民主主義という労働者期待とぶつかるときは問題 ・参加が
union-freeを慈味するときは？ •だが多くの組合は益々参加に稲極的
I • 未紐翠労勁者に組合支持感情と権利意磁あるも，諸種の応宮のため組織化と団体交
渉に至らず •その障害とは， NLRB 命令無視，使用者の抵抗，反組合コンサルクン
ト，人事笠理など •共通の絆としての組織化は不易 ・節害除去のための立法の要
•法的保淡が中世の股奴以下だったアメリカ労働者は，ワ法により，任意屈用理論の
下での交渉による権利を与えられ，最近20年は立法・司法・行政が介入し，とくに過
去10年は法廷が任意理論を修正（公民権，安全衛生，プライバシィなど） •強制的
交渉事項は拡大（屈用にかかわる企業決定など） •交渉応諾義務は同意義務ではな
いが，参加を含めた労働者の権利拡大は必至
•今後10年，琺場に大変化はなかろう •労使関係は伝統的対決型のまま • ロボッ
トの彩密の予測は困筵だが，それによる失棠は一部に限られよう •新技術が技能要
件を檄変せしめるとは考えられない •参加は前例あり （それは panacea よりは
placebo) • 一般に安定と連続性は閑却され，変化は強調されやすい • アメリカ・
ユニオニズムヘの挑戦はあれど，それは戦場の蜂起における兆ではない
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表Iの続き
著者・論文名
Whyte & Blasi 
従業貝所有制と組合
Rudy Oswald 
組合運動の新方向
Freeman & 
Medoff 
労働組合と生産性
J. L. Stern 
公務員組合巡勁の将来
Kochan & Piore 
新労使関係の含意
論文内容
•協同組織はアメリカ文化の特徴で，生症協同組合は20世紀後も続く（例はベニャ合
板）• 80年代の特徴は，企業買収による職務確保としての労働者所有制，賃金譲歩の
代償としてのそれなど ・ときにそれは組合内部対立を招くが，将来の選択肢は？
•アメリカの労働組合は団交と政治の二重アプローチをとり，とくに後者にはポーラ
ンドの「連帯」の刺激あり •職務保陣，時間短縮，貨金・税・所得分配，保健，技
術，工掲閉鎖，参加，貿易，産業政策についてすでに二重の接近 •今後も然り
•組合の「独占」的貨金効果は社会的に有害だが， 「発言・応答」効果は生産性を高
めて望ましい •生産関数に組合組織変数を萌入して測定すれば，組合には正の生産
性効果がある •ただし生産性成長と組合との関係は不確定 •組合の生産性効果の
原因は，離職率低下もさることながら，最大のものは経営パーフォーマンスの変化
•生産物市場の競争がそれに拍車
• 60年代の公共部門組合運動の成長が民問部門の衰退をカバーし続けたか否かは，メ
ンバー数については真実でない •ただし協約適用者比率は上昇 •郵便の労使関係
状況は民間に似る ・教員（とくに州・市立大学）に交渉拡大 ●州・地方自治体に
エイジェンシィ・シ● ップと利益仲裁の普及傾向 •連邦レベルの労使関係は政治の
影響が大きい •かくして望ましい連邦労働立法の要
1983年MIT会議の報告書に寄せられた巻頭論文 (Kochan& Piore)と事実上おな
じ
2. 若干の検討
以上の一覧表をみれば，アメリカの労働組合運動ないし労使関係の将来につ
いてなにが問題となり，またそれについてなにが議論されているかが，全体図
として把握できよう。だが全体図は細部について不備をまぬがれないし，また
将来を展望するにしても全体図のみでは不案内にすぎるので，若干の補足をお
こない，かつ検討を加えておきたい。
①組織化について。 MIT会議報告者によれば，組合組織率低下の原因は客
観的要因（構造変化）よりも主体的要因（労使の対応）にあるが，組織化標的として
みた場合の非組合労働力の組合選好には，構成集団間に有意差はなく，有意差
がみられるのは職務満足度にかんしてであるので，将来の組織化標的の設定
は，この角度からおこなわれるべきこととなる98)。これにたいして討論に参加
した組合幹部たちは，報告の基本的結論に異議はないが，組合が代表選挙で交
98) Farber, op. cit., pp. 37~38. 
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渉権をえても協約締結にいたるとはかぎらないこと（確率639'る），組織活動を
担うローカルの役員やオーガナイザーが北部地域に偏在していること（以上は
AFL-CIOのチャー ルズ・マクドナルド）， 組織活動資金の組織対象者 1人あたり
投資額の低下は，反組合的法律によって投資効率が妨げられているためであっ
て，関心が低いためではないこと (AFL-CIOのジャック・ゴロドナー）を，それ
ぞれ指摘する。だがかれらも，その努力の余地は認め， たとえば CWAによ
る専門技術識者の有効な組織化の実例をあげ，さらに組織化の成否がオーガナ
イザーの質に大きく依存する点にもふれる（マクドナルド） 99)。一方学会紀要の
キストラー論文は，未組織労働者における組合選好および権利意識の存在と，
共通の絆としての組織化の可能性とを指摘するにとどまる100)(もちろん計最分析
ではない）。
要するに組織基盤の構造変化は事実であり，その組織率低下への寄与率をど
うみるにせよ（組合幹部はそれを重視したい様子である）101), 今後組織化によほどの
努力がおこなわれないかぎり， 組織率の低下傾向を阻止するのは困難であろ
う。その努力がどうなるかは，予測しがたい。
②使用者の組合回避戦略について。 MIT会議報告者は，一方において，
NLRB選挙における使用者の反組合活動を封じるための解決策を政治にもと
め102), 他方において，巧妙な企業の人事管理テクニックに対処するための組
合の生れかわりの必要性を説く 103)。これにたいして組合幹部たちは，まずバ
ーマとコーカンのとりあげた事例がどこまで他を代表しうるかと問い (AFL-
CIOのリチャード・プロステン），また生産物市場支配こそがかかる成功の条件で
はないかといい（食品商業労働組合のレスリー・ナルティ）， さらに組合事業所と非
組合事業所の併存管理の例は，自動車部品産業にもみられると指摘する (UAW
99) Challenges, pp. 65, 66, 67, 69. 
100) Kistler, op. cit., pp. 96, 104. 
101) AFL-CIOのチャールズ・マクドナルドの発言 (Challenges,p. 65)。
102) Klein & Wanger, op. cit., p. 86. その日くに政治力こそ試金石であると。
103) Verma & Kochan, op. cit., p. 113. 
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のリー・プライス）。重要な点は， 報告事例のかかるコングロマリットでは事業
所レベルの組織化が不可能だというのかという組合幹部 (AFL-CIOのルディ・
オズワルド）の質問にたいし，コーカンがそれを肯定し，かかる企業において賃
金より競争を除くためには，企業の戦略レベルヘの組合参加が必要だとしてい
ることであろう 104)。学会紀要の論文については， キストラーが NLRB選挙
について同様の指摘をするが105), バーマとコーカンの事例研究に関連するよ
うな型のものはない。
要するに， NLRB選挙における問題点の所在とその政治的解決の必要性に
ついては，大方の意見が一致しているが，新しい人的資源管理については，そ
の事実認識と評価および対応の点で組合幹部たちは，報告者たちにかならずし
も同意していないのである。
⑧企業の意思決定について。 MIT会議報告者は，運輸通信手段が迅速かつ
低廉化し，諸外国の生産能力と消費水準がアメリカのそれに接近した現在で
は，アメリカ経済は国際化し，高賃金・高生産性・高生活水準のユニークさを
もはや主張しえないので，政府に適切な経済政策を迫り，また組合視点からみ
た多国籍企業の政策転換をも求める必要があり 106), そのため組合としても企
業戦略レベル（職場レベルの参加はすでにおこなわれている）の参加が望まれようと
いう 107)。討論に加わったどの組合幹部たちも，基本的にはそれを否定しない
が，報告者の指摘どおり， USW幹部（サム・カメンズ）はそれ自体には消極的
であり， UAW幹部（ドナルド・エフリン）は逆に積極的である。 国際競争圧力
との対応という点では，多年国際競争に巻きこまれてきた衣服産業は，その経
験者である（ナルティ）。 さらに企業決定にたいする金融機関の発言力が高まり
つつある現在では，その面からも企業レベルヘの組合発言権を確保すべきだと
104) Challenges, pp. 119, 120, 121. 
105) Kistler, op. cit., pp. 100~101. 
106) Lee Price, "Growing Problems for American Workers in International 
Trade," in Challenges, pp. 129~131, 143~144. 
107) Mckersie, op. cit .pp. 154~156, 159~160, 164. 
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もいう（煉瓦積工組合のドリス・ラッキー）108)。学会紀要のコーンブルー論文は，
参加にかんして労使の思惑が衝突する可能性に不安をしめしながらも，多数の
組合が参加に積極的である旨を指摘するが，ただしそれは企業レベルに限定し
ての話ではない109)。レビタンとジョンソンの 2人は，アメリカの伝統的対決
型の労使関係は今後も変らないとみる 110)0 
要するに， 国際競争圧力の今後の増大見通しについては意見の対立はない
が，自動車のごときを別とすれば，組合幹部たちの間にとくに企業戦略レベ）レ
の参加熱が強いとは思えない。
④高度技術について。 MIT会識報告者はいう。コンピューター技術には，
熟練排除の反面として技能高度化と職務再デザインの効果もあり，排除効果の
意義はむしろ小さく，さらに内部労働市場の流動化もすすむこととて，ホワイ
ト・カラー組織化は，私企業よりもむしろ非営利団体（大学その他）において成
功しようと 111)。一方， 標準的大羅生産方式下の消費財が大衆にいきわたった
現在では，消費者の多様なニーヅにおうじた多品種少星生産が期待され， しか
もコンピューターはその技術基盤を提供するものであるため，従来の大量生産
方式を対象としたブルー・カラー組合政策は，転換の要があるともいう 112)。
これにたいして組合幹部たちは，技術進歩はかならずしも社会進歩でないとす
るもの（サービス労働者組合のナンシー・ミルズ）， コンビューター技術を二極分解
的にみることに反対するもの（機械工・航空宇宙労働組合のレジナルド・ニューウェ
ル）などさまざまだが，ホワイト・カラー組織化の条件があるとの意見（ゴロド
108) Challanges, pp. 167, 168, 170. 
109) Hy Kornbluh, "Work Place Democracy and QWL: Problems and Prospects," 
in The Annals, p. 88. 
110) S. A. Levitan & C. M. Johnson, "The Changing Work Place," in The An-
nals, pp. 116, 124. 
111) Paul Osterman, "White-Collar Employment," in Challenges, pp. 177, 179, 
182~184, 189~190. 
112) Michael J. Piore, "Computer Technologie, Market Structure, and Strategic 
Union Choices," in Challenges, pp. 195~196, 198~199. 
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ナー）には格別異論はないようである。ただし依然としてブルー・カラーが対
象の労働運動としては，組織よりも態度の変更の必要性を認めるといったとこ
ろ（ゴロドナー）。だがヒ゜オレは相変らず， 自動車産業よりもハイ・ファッショ
ン衣服産業に即した思考と行動を求める発言をしている113)。なお学会紀要の
レビタン＝ジョンソン論文は，新テクノロジーのインパクトを過大視すること
に批判的である114)。
要するに確かに変化は生じており，それにたいする労働組合の対応の必要性
は誰しも認めるのだが，その変化の実体が充分に把握できないため，実践家と
しての組合幹部としては，学者たちのいう変化の予測がかりに正しいとして
も，そう単純に組織モデルの変換を唱えるわけにはいかないということであろ
う。
⑥交渉上の変化。譲歩交渉こそは交渉上の最大の変化であり，その事実認識
にかんして報告者と組合幹部とが食い違うということはない。問題はその評価
であって，報告者たちが，譲歩交渉をつうじて，たとえば自動車と航空に「新
労使関係」模索の風景を描いてみたり 115), あるいは新時代の到来近しとまで
はいわないまでも， その実験中だといったりしたのにたいし116), 組合幹部た
ちは，非譲歩交渉も結構数多くおこなわれており，譲歩は時代のモデルではな
い点を強調する（プロステン）。 UAW幹部のごときは，それは屈服的譲歩では
なくて戦略的譲歩であり（エフリン）， 革新的交渉だとまでいう（マイケル・ベネ
113) Challenges, pp. 205, 206, 207~208, 209. 
114) Levitan & Johnson, op. cit., 120, 121~122. なおグレゴリー・シェプリー「米
国の技術と雇用問題一~過去，現在，末来」（『日本労働協会雑誌」 No. 319, 1985年
12月）も諸種の事例をふまえて「新技術は撹乱要素でない」としている。
115) Katz, op. cit., pp. 225, 223~224. 
116) Cappelli & Mckersie, op. cit., p. 244. なお譲歩交渉そのものの評価とは別に規
制緩和立法の影響をうけた航空と自動車述輸における労使関係と交渉の実態につい
ては，仁田道夫「デ・レギュレーション下のアメリカ労使関係（上・下）」（『日本労
働協会雑誌」 No.311, 1985年4月および No.312, 1985年5月）が， 立派な洞察
をおこなっている。
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ット）。ただし USW幹部（カメンズ）は，自動車と異なり鉄鋼の場合は明らか
に真剣な譲歩であり， それを誤魔化すつもりはないという 117)。学会紀要のマ
クロリン＝フレイザー論文は，それを歴史的にみて「2歩前進， 1歩後退」だ
とみる118)。
要するに組合幹部としては， 説明の苦しいところであろう。実際のところ
UAW幹部たちの主張は， いささか聞きづらい。けれども総じて組合幹部の
いいたかったところは，おそらくはマクロリン＝フレイザー論文のそれであろ
う。
⑥ QWL活動について。 MIT会議報告者の 1人はいう。アメリカの共同
決定とは団体交渉方式であり，いわゆる参加は交渉をふくめたプロセスの一部
にすぎない。建設労働組合の初期の労働規則による管理はまさにその参加だ
が，その目的がクラフトの完全性(integrity)維持にあったという意味では，生
産阻害的との使用者の非難にもかかわらず，それは QWL的である。 のみな
らず建設では，年金等の諸種の給付制度の労使合同管理にみられるように，産
業レベルの組合参加までおこなわれていると119)。また他の報告者たち(3人）は
いう。実態調査によると， QWL活動にたいする全国組合の態度はさまざまだ
がぱ多数は中立的），その性格上 QWL活動の参加如何の選択はローカ）レ・レ
ベルでおこなわれるのが望ましいし， また QWL活動には， 労働者の問題関
心，職務内容，対組合評価などを高める効果があり，そこには，従来のジョッ
プ支配型の組合運動からの脱却傾向がみられると120)。 これにたいする組合幹
部の態度は，組合によってかなり異なる。たとえば実態調査の対象となった産
業の組合幹部は， QWL活動によって競争を生きのびえた（衣服繊維労働組合の
117) Challenges, pp. 247, 250~251, 252. 
118) D. B. McLaughlin & D. A. Frazer, "Collective Bargaining: The Next 
Twenty Years," in The Annals, p. 38. 
119) Joyce, op. cit., pp. 257, 260, 261, 262~263, 264, 267~268. 
120) Thomas A. Kochan, Harry C. Katz, Nancy R. Mower, "Worker Participation 
and American Unions," in Challenges, pp. 291~292, 293, 277, 282, 288, 303. 
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レスリー ・コー ルダー ）とか， QWL参加に不安はなかった（新聞ギルドのジョン・
カーマイケル）とかいい，電機の組合幹部は，もっとも戦闘的な組合がQC活動
において成功を収めたといい（国際電機労働者組合のトーマス・セント・ジョージ），
また自動車の組合幹部 (UAWのウィリヤム・スチー ブンソン）は， いわゆる参加
が脅威をもたらすとは考えられないという。 だが AFL-CIOのルディ・オズ
ワルドは， QWL活動を組合排除の手段とみる経営者は多いし，民主的プロ
セスの達成は階層的組織の企業よりも労働組合による方が容易だし，また Q
WL活動にともなう新賃金決定方式がまだ確立されていないとして， QWL 
活動への参加に疑問をのべる121)。学会紀要のコーンプルー論文は，かかる参
加が「組合からの自由」 (unionfree)をもたらす危険にふれる122)0 
要するに AFL-CIOレベルやコーンプルーのような研究者の主張はともあ
れ， コーカンたちのいうローカル・レベル（とくに QWL活動実施中の場合）で
は， QWL活動それ自体にたいする労働組合のアレルギーは，とくにみあたら
ないようである。
⑦国際的視点から。 MIT会議報告者によれば，アメリカとは対照的にカナ
ダの組合組織率が高水準を保ち，かつ着実に上昇を続けてきたについては，歴
史的背景をのぞけば直接的には，公共部門についてはストライキ権まで認める
労働立法が，また民間部門については選挙によらぬ労働委員会の交渉代表決定
方式および不当労働行為者（使用者）にたいする強力な制裁措置が，それぞれ決
定的要因であるという 123)。もちろん他の要因もある。だが組合幹部 (USWの
リン・ウィリヤムズ）は，むしろ他の要因の方を強調し，アメリカの南部やサン・
ベルト地帯のような非組合地域がカナダにはないこと，また組合管轄がカナダ
だけの国内組合とアメリカにもおよぶ国際組合とが相互に競合し合っているこ
とが，その決定的な要因だとみる。だがカナダにおける連邦労働法の欠如が全
121) Challenges, pp. 307, 308, 309. 
122) Kornbluh, op. cit., p. 8. 
123) Meltz, op. cit., pp. 321~325. 
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国的交渉の欠如をもたらしている側面もあり（全国的交渉をおこなう例外は運輸産
業だが，これは連邦法の適用下にある）， とくにカナダにおいて労働運動が容易だ
というわけではないとの指摘も忘れない124)0 
学会紀要のキャサロウ論文は，ヨーロッパとの対比でアメリカの組合運動を
論じる。それによると，産業別協約の支配するヨーロッパでは，アメリカ流の
非組合企業の競争や使用者の反組合活動の可能性がとぽしく，また逆に非筋肉
労働分野の組織化は有利であって，経済の低成長のもとでは，アメリカのシス
テムは，ヨーロッパのそれに比して組織活動に不都合にできている。経営参加
や失業対策としての時間短縮についても，アメリカの労働者はヨーロッパほど
の関心をしめさない。だがそのヨーロッパをもふくめて欧米の組合運動は，経
済成長の回復がなければ以前の力をとりもどすことはないと 125)。
要するにアメリカの組合運動の将来については，カナダとの対比では法制の
相違，非組合地域の存在，組合競合の有無が決定的な要因となり， ョーロッパ
との対比では産業別協約制度の有無や理念の相違（経営参加などにかんして）が重
要な要因と考えられるが，その最終的な解決の鍵は，経済成長の回復にあると
いうことになろう。
以上をつうじて結局のところ， MIT会議の報告者たちは，総じて新段階の
到来を思わせるかのように状況変化を描こうとしたのにたいし，討論に参加し
た組合幹部たちはいずれも，状況変化の事実と組合の前向きの対応の必要性と
124) Challenges, pp. 335~336. ただし国際煉瓦積工組合のジョン・ジョイスは，交渉代
表決定プロセスの差を強調し， たとえばアメリカの住宅産業の成長のほとんどはサ
ン・ベルト州にみられ， これが建設労働組合員数の減少に寄与しているとのべてい
る (ibid.,p. 337)。 なおカナダの組合幹部ジョン・L・フライヤー氏は， カナダの
労働運動も厳しい時代を迎えているが， だが退くことはないとし， 譲歩や統制に抵
抗する道を選んだとして， カナダ・クライスラーやプリティッシュ・コロンビア州
職員の交渉の例をあげている。 J.フライヤー「社会経済秩序の再構築――-1980年代
における労働運動の役割」（『日本労働協会雑誌」 No.291. 1983年7月）をみよ。
125) E. M. Kassalow, "The Future of American Unionism," in The Annals, pp. 
57~58, 61, 62~63, 63. 
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を認めながらも，その多くは，現状を新段階の前夜ないし入口とまでは考えて
いないようである。だがマッカーシー， キャッツ， コー カン， ピオレの 4人
は，この MIT会議の全記録の締めくくりとして，新しい労使関係システムの
出現は，職場内の現存慣行よりみれば「否」ないし「未だし」と判断せざるを
えないのだが，会議に参加した組合幹部の一部の発言内容や反応からすれば，
かれらは，将来におけるかかる新システムの構築を考えているものと判断でき
るという 126)。だが MIT会議の討論を読んだかぎりでは， そのような印象は
感じとれず，むしろかれらの判断は，一部組合幹部の発言を過大視するものの
ようである。
3. ひとつの展望
さて最終的にひとつの将来展望をおこなう足掛りとして，前節の結果を要約
してみよう。おそらくそれは以下のようになろう。
すなわち，①産業・職種構造等の変化に起因する組織率の低下は，それをカ
バーしうるだけの未組織領域の組織化がおこなわれないかぎり阻止できそうも
ないが，かかる組織化の見込みは乏しい。③使用者の組合回避戦略を許してい
る法制の打破のためには，なによりも強力な政治活動の展開が必要だが，その
早期実現は簡単には望めそうもない。なお積極的な新しい人的資源管理テクニ
ックといわれるものについては，その意義を過大視すべきではない。③企業戦
略レベルにおける決定への参加は，国際競争圧力が高まっている自動車産業の
ごときを別とすれば，労働組合内部でそれほど支持されているわけではない。
④コンビューター技術が産業，企業，職場内に変化を生ぜしめていることは事
実であるが，その変化は，労使関係上の革命をもたらすほどのものとは考えが
たい。⑥譲歩交渉は，譲歩にともなう代償（たとえば取締役会参加）をどう評価す
るにせよ所詮は交渉であって，新段階を画するほどのものではない。⑥ QWL 
126) Mckersie, Katz, Kochan, Piore, "ls a New Industrial Relations System 
Emerging?," in Challenges, p. 344. 
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活動そのものについては，組合側にとくにアレルギーはない。⑦組織率低下に
しめされるアメリカの組合運動の沈滞は，カナダやヨーロッパと対比すればア
メリカ固有の原因に根ざしており，しかもその原因除去が不可能とすれば，経
済成長の回復にまつほかないと。
なお若干の議論が必要であろう。観察〔 5〕の 4および5において使用者の攻
勢と労働側の対応をそれぞれみたが，使用者の攻蟄は今後も続くとして，重ね
て問題にしたいのは，労働側の対応が予想外に進展することがあるかどうかで
あろう。共和党政権が退場すれば多少の期待はもてるかもしれぬが，タフト・
ハートレー法やランドラム・グリフィン法の制定に一貫して流れる動きは，特
定政党の反組合的影響力のみに帰せられるものではない。だが労働者政党をも
たないアメリカの労働組合にとっては，歴史的にみても民主党との関係強化が
その政治目的（特定立法）の達成に必要であろう。しかしレームズの指摘をまつ
までもなく，労働票はそれほど固定的でもなく，また労働組合の方針にそれほ
ど従うわけでもない127)。結局状況は変らず， 組合は， 今後とも勤労権法の下
に処女地の組織化活動をすすめ，また使用者の言論の自由の保障の下に NLRB
選挙を闘わねばならないことになろう。
これと関連してアメリカ社会には，深層心理としてある種の労働組合観がひ
そんでいないかという問題がある。連邦法がわざわざ団結権・団体交渉権を認
めたのは，逆説的にいえばかかる深層心理の故だともいえる。キャサロウは，
ヨーロッパに比してのアメリカ社会の組合許容度の低さを指摘する 128)。 こう
127) Rehmus, op. cit., pp. 45~46. なにはともあれ労働組合が社会民主主義的目標を掲
げ， それを民主党をつうじて実現してきたという図式は残り， アメリカに社会主義
がないのは，民主党内の社会民主主義的勢力が労働組合やリベラルの福祉派を代表
してきたことによるという教科書的理解は， 正しさを失わないであろう。 これらの
点については， Seymore Martin Lipset, "Socialism in America," Dialogue 
(Vol. 10, 1977, No. 4) p. 10; Arch Puddington, "Labor's Role in American 
Politics," Dialogue, (Vol. 12, 1979, No. 2) pp. 81~82. 
128) Kassalow, op. cit., p. 53. 
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した深層心理は，政策的に対処しきれるものではないが，なお啓蒙の必要はあ
ろう。フリーマンとメドフの2人は，労働組合の賃金効果（独占）は資源の最適
配分の点からみて社会的に好ましくないが，企業内における組合の発言(voice)
が適切な企業の応答 (response)を生みだす効果は，生産性を高める点で望まし
いとの立場にたち，一種の組合支持論を展開する。その計量分析手法は，生産
関数の説明変数に組合要因を導入し，生産性水準と組合との間に正の関係を検
出したものだが（ただし生産性成長と組合との関係は不確定）129), その分析結果の
現実的意味は，さほど大きくはない。というのも，組合企業の生産性が非組合
企業のそれより高いことが統計的にいえたとしても130), それを労働組合のい
わゆる「衝撃効果」 (shock-effect)に帰せしめうる証拠はないからである。なに
よりも重要なことは，かりにフリーマンとメドフのいうように組合の「発言・
応答」効果が経営パーフォーマンスを変ええたとしても（それは社会的に望まし
い）， 経営者にとっては， かかる効果を強制されることは歓迎しがたいという
ことであろう。 MIT会議の討論のなかでコーカンは，バーマと共同でおこな
ったコングロマリット事例研究に言及し，いわゆる「衝撃効果」の証拠は探し
たけれども見あたらず，経営者の立場からすれば，非組合事業所の方が依然と
して生産的ということになると発言しているが131), 要はそれが使用者の本音
ということであろう。
そこで最終的な結論としての将来展望は，一体どういうことになるのであろ
129) R. B. Freeman & J. L. Medoff, "Trade Unions and Productivity: Some New 
Evidence on an Old Issue," in The Annals, pp. 152, 153~156, 157. なおこ
れに関連しておなじくフリーマンとメドフの2人による「労働組合の 2つの顔（上
・下）」 (Trends,1980年6月号， 8月号）は，その基本的な考え方をよくしめてい
る。
130)ただしフリーマンとメドフの2人は慎重であって， 生産性変化とユニオニズムとの
関係にかんする研究では， フリー マン，メドフ， レオナー ドも， また日本の村松氏
も， ともに正の組合生産性効果を検出したが， いずれも統計上の有意性のなかった
ことに言及している (Freeman& Medoff, op. cit., in The Annals, p. 156)。
131) Challenges, p. 120. 
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うか。 「新段階説」か「回帰説」かという設問にたいしては， 「新段階説」は支
持しがたいが， さりとて過去からの延長への単なる「回帰説」は修正を要する
というのが，その回答となろう。いいかえれば組合の数的勢力(組織率)の最盛
期への復帰は望めず，その弱さの故に諸種の模索は試みられるであろうが，そ
のために労使関係を律する価値観が崩壊するとは考えがたいというのが，率直
な印象であろう。卑俗ないい方をすれば，川の流れの方向は変らないが，その
流れ方は，直進型よりはいちじるしく蛇行型となったということであろう。
なお労働運動の理論との関わりで付言すれば，パールマンのジョッブ意識
(job-consciousness)がいまなお労働運動の底に脈々として流れていることは，
明瞭である。 80年代の労使の譲歩交渉の最大の焦点は，職務・雇用保障であ
り，それは60年代・70年代とても同様であり，観察〔2〕および〔5〕の2の記載
事実は， まさしくその証明であった。パールマンの描いた職場の労働規則や制
限的慣行にしめされる保護労働主義(protectivism)は，その後形を変え，また
鉄道のように大幅修正を強いられながら，現在まで生きつづけてきている。た
だしコモンズやパールマンの時代と異なり，労働組合の影響力は社会的に強大
となり，かのカーター時代に「国民的合意」(NationalAccord)の名の下に社会
契約が組合に求められたことからも理解できるように，そのジョッブ意識やプ
ロテクティビズムは， ミクロ・レベルの組合員利益の追求とならんで，失業・
インフレーション・福祉といったマクロ・レベルの問題解決をも迫られること
になった132〕。だがその枠のなかでは，労働組合にとっての基本が，「一般組合
員からは支持を，使用者からは尊敬をともにかちとりうる組合の能力」として
の交渉力(bargainingeffectiveness)にあることは133),昔も今もいささかも変っ
ていない。その意味ではパールマンの理論は， さまざまな装いのもとに現在も
132)JackBarbash,@$L bormovementth oryandtheinstitutionalsett ng,''in
Mﾌ"ｵﾙ〃Lα加γZ影り"z",Septemberl981,p.36.
133）乃脇.,p.37
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なお生きつづけているということであろう134)。
(おわり）
134）なお論ずべきことが多くのこされているが， 註の形で補足をしておきたい。 アメリ
カの労使関係は対決型というのが常識であったため， ここ数年のアメリカ労働界の
協調ぶりについては， 日本の新聞もかなり詳しく報じた。報道それ自体は大して目
新しさはないが， 面白いのは見出しの変化であって， それによると， 1980年頃から
の協調的変化が， 85年頃にはそれほどうまく作用していないのではないかと思わせ
るようである。たとえば「米の労使協調に暗雲， 組合内部の不信広がる」（『日本経
済新聞』昭和59年9月3日付)，「裏に厳しさ，米国の労使協調」（同紙，昭和60年8
月8日付）のごとくである。 この点で注目してよいのは， 昭和60年2月1日付『朝
日新聞』夕刊の「経済気象台」であって， 夢人と名のる執筆者は， たとえ組合幹部
が穏健化しても， 下部にその方針を徹底浸透させるのは容易でないし， それに破格
の給与を当然視する欧米企業トップ経営者の超エリート意識が存する限りは， 「日本
の企業のように， 敗戦から苦労を共にし， 今日の会社を築き上げたという経営陣と
組合との連帯感は，簡単に築き上げられるものではない」と結んでいる。
この経営陣の破格の給与については, UAWの前委員長フレーザ一もクライスラ
ーの役員会のことにふれ，役員会がアイアコッカに時価15万株(400万ドル)を贈ろう
としたとき， 自分の50年の勤労の成果の何倍もの額をアイアコッカが5分間で得て
しまうことに激努したことを， ニューヨーク・タイムズ記者との対談で語っている
から，それは日本人だけの感覚でなく， アメリカ人自身もそれを不当と思っている
といえよう。だがそのフレーザーも， その50年の組合活動をつうじて大企業使用者
が違ってきたことだけは率直に認めている （ウイリヤム・サーリン「ダグラス・A
・フレーザ一に聞く－組合と歩んだ半世紀」 Zﾂ"g"d3,1985年8月号)。こうした
状況変化は多くの論者も語る。 アメリカ自動車工場における「労働の人間化」の試
みを講演したロバート ･H・ゲストも,QWLやQcのごとき諸活動は，日本人に
とっては多くの企業のやってきたことで， 目新しいことでも革命的なことでもない
のだが， 対立的労使関係のアメリカでは， ひとつのことを上からの命令でなく労使
協調してやることは非常に難しいのであって， 奇跡（自分はそう思わないが） とい
う人もある位だとのべている（『日本労協会働雑誌』No.289,1983年5月)。
問題は， こうした状況変化がアメリカ労使関係の変質を生みだしているか否かと
いうことであろう。島田晴雄氏は， 国際競争・労働力の変化・技術の変化の圧力の
もとでも基軸としての団体交渉は変らないというが（同氏「フリー・ランチはもう
食えない』第2章の5)，常識にかなった判断であろう。C・W・サマーズは，その
法的・実態的な側面から 「アメリカの労使関係はなぜ対決的か」を説明したのち，
結論的に， 労使には当然共通面と対立面とがあるわけだが， 過去のアメリカ労使関
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係は対決部分が大きくなりすぎ， 共通部分がぼやけまたは否定され， さらに法が
それを強化した結果， 現在そのつけが回ってきているという意味のことを話してい
るが（『日本労働協会雑誌』No.312,1985年5月),これは， 島田氏の主張を別の
角度から表現したものであろう。
ただ島田氏のし、う諸圧力のインパクトは深刻なものであって， それをどうみるか
は厄介な仕事である。仁田道夫氏は， かかるインパクト下の労務戦略の4つの類型
として，力づくの反組合主義， ニュー・ディール型労使関係， 新しい行動科学的労
務管理， 労使協力・経営参加型労使関係をあげる。 この分類は，組合承認の有無な
いし程度を横軸とすれば， 労働者参加および企業統合の有無ないし程度を縦軸とし
て4つの象限に分ち， 前記の4類型をそれぞれ第Ⅲ象限，第Ⅵ象限，第Ⅱ象限，第
1象眼に配したものであって， 非常に着想に富んだものであるβ 篭がそれは，各象
限事象が発_!'；してきた歴史的経路や事象間の相互連関を理解するlこは便利である
が， どの象限事象も生きているのであるから， どの事象が支配的かを結論づけるも
のではない。 どの企業も， その4類型をすべておこなう動機を有する。 したがって
仁田氏も 「事態は流動的だ」といい， そのいずれが支配的となるかは確信できない
という （仁田道夫「労働組合に対する経営の挑戦-1980年代アメリカ労使関係の
動向｣， 『日本労働協会雑誌』No.325,1986年7月)。だが過去の対決的関係やヨー
ロ､ソパとは異なる参加への消極性という前提に立てば， 第1象眼が支配的となると
の予測はしがたい。島田氏のいうように， 交渉が基軸で参加は補足的なものとすれ
ば， そうなろう。秋元樹氏の「我々は今どこにいるのか－UAWを中心に－」
(『社会政策学会年報』第29集）は，組合運動は自己完結的システムではないから，
予想外の変化が来るかも知れぬというが， 自己完結的でないという意味は，組合員
ないし労働者の要求を常に自然に反映するということであるべきであろう。 とすれ
ばかれらが， 突然変異的に要求を変えることはないのではないか。 また秋元氏は，
30年代とのアナロジーは有効ではないかというが，当時の運動家が「インダストリ
アル・ユニオニズムをまともなものと考えなかったのではないか」というのは正し
くなく，実はAFLのスクラントン宣言にみられるように，その動きはよく理解さ
れ， クラフト ．ユニオニズムとの調和の努力が続けられてきたというのが，真実で
ある。大不況とニュー・デイールが， それに解決を与えたにすぎない。なおウイリ
ヤム．F･ホワイトは，「アメリカにおける労働者参加」と題する講演のなかで，参
加についての日米の違いにふれ， たとえばアメリカの場合， 労働者の参加活動が労
使双方を益することが分っていても， その協調関係は余り長続きしない傾向のある
ことを指摘しているが， ホワイトによれば， それは理解不足の故ではなくて，たと
えばQcプログラムにたいする日米の方式の違いによるという（『日本労働協会雑
誌』No.285,1982年12月)。この辺にも，参加時代を考える上でのひとつの足がか
りがあろう。
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